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はじめに 
 
 平成 23 年の東京電力福島第一原子力発電所の放射能漏れ事故による、東日本の太平洋沿
岸域を中心とした放射性物質による汚染は、野外での栽培が一般的である原木栽培しいた
けの生産者や加工・流通・販売等に携わる多くの関係者に出荷制限や風評被害等を通じて深
刻な影響をもたらしました。 
 このような状況下で、特にきのこ原木の一大生産地であった福島県の阿武隈地域をはじ
め、今もなお東日本の多くの地域で、国の定める放射性セシウム濃度の指標地を超える原木
の使用が制限されていること等から、全国的な原木不足によりその需給がひっ迫するとと
もに原木価格の高騰が続いており、しいたけをはじめとする原木きのこの生産者や関係者
にきわめて深刻な事態をもたらしています。 
 本事業は、これらきのこ用原木について全国的な需給の安定化を図るため、有識者、きの
こ生産事業体、原木の取扱事業者、関係中央団体、国・県の担当者等が需給情報を共有し、
需給上の課題を整理するとともに、具体的な需給あっせん対策を行い、安全なきのこ用原木
の安定供給体制を構築することを目的にしています。 
 本事業の実施に当たり、林野庁の担当者をはじめ関係委員会の委員の皆様、関係県・市町
村など、関係者の方々のご支援・ご協力に対しまして深く感謝申し上げるとともに、本事業
の成果が被災地１７都県のしいたけの産地復興の一助となることを願う次第です。 
 
令和 7 年 3 月 

日本特用林産振興会 
会長 小渕 優子 
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原木需要関連情報の収集・分析・提供 
１ 事業の目的 
  平成 23年 3月に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故の影響により、食品の
基準値（100Bq/kg）を超過するきのこが発生したことによる出荷制限等が東日本を中心
に今もなお行われている。また、きのこ原木の指標値（50Bq/kg）を超える原木の使用等
が制限され、全国的なきのこ原木の不足が生じるなどの状況にあることから、安全なきの
こ原木の安定供給によるきのこ生産者の生産再開・継続が課題となっている。 

  このため、これらのきのこ原木について、供給者側と需要者側双方から、全国的あるい
は県域を越えた広域的な圏域を対象とした供給希望情報と供給可能情報の幅広い収集と
提供、需給のマッチング支援等が必要であることから、有識者、きのこ生産事業体、原木
の取扱事業体、中央団体、都道府県等の関係者による検討委員会を設置し、安全なきのこ
原木の安定供給体制の構築を図るとともに、安定供給を推進するための具体的な取組み
を支援する。 

  なお、令和６年度においても、令和 5 年度と同様に中央段階の検討委員会のみを開催
し、委員についても令和 5年度の考え方を踏まえて選出した。 

 
２ 事業内容 
（１）検討委員会の開催 

安全なきのこ原木の安定供給体制の構築を図るため、原木需給関連情報の収集・分 
析・提供に係る企画・検討委員会（以下「検討委員会」という。）を設置、開催した。 

 
３ 事業の実施 
（１）検討委員会について 

検討委員会の構成は「表１」のとおりである。なお、各県の委員は役職・属人指定 
とせず、各県の担当課長に委員の選任を依頼した。 
検討委員会については、令和 6年 12月 2日（月）にWeb形式（Teams）で開催 

した。 
最近のしいたけ原木需給を巡る状況や課題について、林野庁及び事務局から、事業 

概要、しいたけを取り巻く状況、令和 6 年春季の原木需給実績、令和 7 年春季の原 
木需給見通し、出荷制限等の解除に向けた取組、安定供給に関する支援措置等の説明 
後、意見交換を行った。 
検討委員会の開催概要及び配布資料は、きのこ原木需給に係る検討委員会・資料編 

に掲載している。 
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表１　検討委員会の構成
構　成 氏　名 所　　　属

長谷部　公三郎 （一財）日本きのこセンター・菌蕈研究所・所長
福井　陸夫 全国食用きのこ種菌協会・技術顧問
小原　智行 全国農業協同組合連合会・椎茸事業所長
飯泉　厚彦 農事組合法人森のめぐみ（茨城県生産者）
国分　進 （一社）東日本原木しいたけ協会（福島県生産者）
濱屋　郁生 （一社）東日本原木しいたけ協会（千葉県生産者）
鈴木　金一 あぶくま地域広葉樹利用協同組合・理事長
深澤　明広 岩手県森林組合連合会･業務部長
髙橋　悟 秋田県森林組合連合会･参与
丹治　俊宏 福島県森林組合連合会･代表理事専務
大嶋　康平 栃木県森林組合連合会･業務課長
芝　芳亀 愛媛県森林組合連合会・代表理事専務
田上　博輝 熊本県森林組合連合会･事業部次長
中野　洋司 大分県森林組合連合会･参事兼事業部長
中村　日香 岩手県農林水産部林業振興課(技師）
辻　　龍介 宮城県水産林政部林業振興課(技術補佐）
本間　定寿 秋田県農林水産部園芸振興課（主幹）
浦田　香織 山形県農林水産部森林ノミクス推進課(主査）
渡辺　真紀夫 福島県農林水産部林業振興課(主任主査）
西丸　昂汰 茨城県農林水産部林政課（主任）
杉本　恵理子 栃木県環境森林部林業木材産業課(主任）
宮内　総介 群馬県環境森林部森林局林業振興課（主任）
島袋　燎太 千葉県農林水産部森林課(主事）

林野庁 経営課特用林産対策室

県担当

学識経験者

きのこ生産者

原木供給者
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４ しいたけを巡る最近の状況 
（１）しいたけの需給状況 
    近年におけるしいたけの需要動向として、乾しいたけについては「表２－１」とお 

り、生産量、消費量ともに減少傾向が続いており、特に令和 5年の生産量は 1,816ト 
ンと 2,000 トンを下回る生産量になっている。 

    また、中国等からの輸入は新型コロナウィルスの感染拡大に伴う輸入先国での生 
産、物流の混乱で令和２年に減少したが、令和３年、４年と回復傾向が見られた。 

    その様な状況の中で、消費量に占める輸入品の割合については、60％台後半で推移 
していたが令和４年に続き令和 5年は 70%台の 71％となっている。消費量減少の原
因は、調理時間の短縮や手間がかからない食材への転換など食生活の変化による大
きな流れの中で起きているものと考えられるが、一方で出し汁などの伝統的な食材
に対する関心の高まりも見られるとともに、乾しいたけを丸ごと粉砕したしいたけ
パウダーは、水で戻す必要がなく手間をかけずにしいたけの旨味や栄養成分を取り
入れられる魅力で、従来の和食、中華以外のさまざまな料理の隠し味やトッピングに
活用できるなど新たな需要開発が期待されている。 

    また、東日本における原発事故による原木の放射能汚染が与える影響は原木供給
の減少、価格の高騰という直接の被害に加えて風評被害による買い控えや輸出の障
害等深刻な影響を及ぼしている。 

    このような状況が続けば、後継者、労働力不足が深刻な中で、生産者の生産意欲の
更なる減退を招き、原木乾しいたけ生産の産業としての存続にも影響を与えかねな
いと考えられる。 

 
生しいたけの生産量については、近年 70,000 トン前後で推移していたが、令和 5 

年は 63,374トンと前年に比べ減少した。生産量の 9割以上を菌床栽培が占めている。 
また、一時、消費量の 7％程度まで増加した中国等からの輸入量は、消費量の３％ 

程度で推移しているが、令和 3 年まで 2,000 トンを下回っていたものが、令和 4 年
以降は 2,000トンを上回るようになっている。 

表２-１　乾しいたけの需給表
区分 平成22年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年
生産量 3,516 2,635 2,414 2,302 2,216 2,034 1,816
輸入量 6,127 4,998 4,869 4,354 4,575 4,596 4,350
輸出量 40 24 33 33 41 36 36
消費量 9,603 7,609 7,250 6,623 6,750 6,594 6,130
輸入割合 64% 66% 67% 66% 68% 70% 71%

（単位：トン）
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一方、中国等からの生しいたけの輸入量の減少以降は、中国からの菌床の輸入が増 
加している状況にあった。 

    そのような中で、消費者の選択を促すため、令和 4 年 3 月に消費者庁の食品表示 
基準 Q&A が改正され、植菌地を原産地と表示することとなり、生しいたけについて
は消費者への周知及び事業者の表示切り替えのため、令和 4年 10月 1日から改正後
のルールに則った表示を行うことが求められている。 

 

最近の中国からの菌床輸入については、「図 1」に示すとおり、令和 4年に入って
輸入量が大きく減少し、令和 5 年も引き続き減少傾向を示している。この要因とし
て、中国でのゼロコロナ政策の転換による生産や国内・国際輸送の混乱、急激な円
安などとともに、食品表示の改正が影響を与えているものと考えられる。 

表２-２　生しいたけの需給表
区分 平成22年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年
生産量 77,079 69,754 71,071 70,280 71,058 69,620 63,374
輸入量 5,616 1,942 1,835 1,785 1,988 2,262 2,162
輸出量 15,369 16
消費量 82,695 71,696 72,906 72,065 73,046 56,513 65,520
輸入割合 7% 3% 3% 2% 3% 4% 3%
注１：消費量は、生産量＋輸入量－輸出量
　２：計が一致しない部分は、四捨五入による。

（単位：トン）
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   「表２-３」に政府の原子力災害本部が指定した 17 都県及び全国におけるしいたけ
（乾・生）の生産動向を示す。 

 
 
    乾しいたけについては、震災後に減少した 17都県の生産量の回復に都県間での差

が見られるようになっている。秋田県を除く東北、関東で回復の度合いが小さく、多
くの県で震災前の半分以下の生産量となっている。青森県、東京都については、年間
生産量が少なく、この数字を回復の指標として使用することは適当ではないと考え
られる。また 17 都県の生産量の全国に占める割合は 10 数％となっており、震災前
の 70％程度と数字上では回復基調とみられるが、全国の生産量が減少したことによ

表２-３　しいたけの生産動向（平成22年の生産量を100とした指数）

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年
02青森 0 50 0 1,350 81 67 35 37
03岩手 60 49 47 41 68 67 88 62
04宮城 31 44 33 25 77 86 81 74
05秋田 176 171 147 153 103 104 110 100
06山形 - - - - 91 85 76 75
07福島 23 36 58 24 84 92 91 95
08茨城 15 8 10 21 55 54 60 50
09栃木 20 22 22 18 78 76 76 63
10群馬 60 72 77 81 86 85 76 81
11埼玉 116 80 90 76 80 69 63 59
12千葉 49 52 38 40 271 380 287 320
13東京 320 240 320 200 56 76 80 66
14神奈川 42 9 24 42 72 54 64 51
15新潟 44 64 45 39 91 90 78 84
19山梨 13 10 9 10 63 65 69 71
20長野 52 63 68 62 224 243 241 248
22静岡 96 59 55 47 113 105 96 83
17都県計 49 43 42 37 92 95 94 87
全国計 65 63 58 52 91 92 90 82

17都県生
産量の全
国生産量
に対する
割合

15% 13% 14% 14% 44% 47% 49% 50%

資料：農林水産省「特用林産基礎資料」から作成

都県
乾しいたけ 生しいたけ
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るもので生産量は減少したままの状態が続いており、順調に回復が進んでいるとは
言えない状況にあると思われる。 

    一方、生しいたけについては、１県を除いて震災前の半分を超える生産量までの回
復が見られ、県によっては大型の菌床栽培施設の新設等が行われることで震災前を
大きく超える県も見受けられる。 

    全国の生しいたけ生産に占める 17都県の割合も、平成 22年の 50％まで回復でき
ている。 

 
    「表 2-４」は、全国及び原木しいたけの出荷制限等が指示されている東日本６県

における原発事故以降の原木生しいたけ生産量の推移を示している。 
    全国の平成 22 年の生産量に対する令和 5 年の生産量は前年の 35％を下回る 32％

とさらに減少傾向を示している。一方、出荷制限が指示されている東日本 6 県では
前年を下回る 18％に減少しており、全国に比べ減少の比率が大きく、特に福島県と
栃木県は平成 22年の 1割程度と落ち込みの回復が遅れている状況が続いている。 

 

 
 
    「表２-５」に原木価格（庭先価格、各県からの報告の単純平均値。）の推移を示す。 
   震災前の平成 23年まではナラ、クヌギともに 1本当たり 230～240円程度であった

ものが、原発事故後の価格が上昇し、令和 5 年にはナラで 1 本 346 円、クヌギで 1
本 365 円と約 1.5 倍の価格となっており、クヌギの価格がナラの価格に比べ上昇傾
向となっている。 

    東日本に限らず、全国に原木を供給していた福島県からの供給が大幅に減少して
いることが国内での原木供給に与えた影響は深刻で、原木価格の高騰は、東日本に限 

表２-４　東日本６県の原木生しいたけ生産量の推移

区分 平成22年 令和元年 2年 3年 4年 5年
令和5年/
平成22年

岩手 385.5 156.2 152.4 132.5 126.9 110.5 29%
宮城 183.9 100.9 69.7 75.9 63.2 59.0 32%
福島 775.1 96.2 96.3 105.0 99.0 80.0 10%
茨城 1,009.5 390.5 339.1 3,706.0 332.0 291.7 29%
栃木 1,308.3 127.1 139.5 121.1 127.3 113.8 9%
千葉 339.4 133.9 104.6 133.5 73.6 73.1 22%

６県　計 4,001.7 1,004.8 901.6 4,274.0 822.0 728.1 18%
全国 12,460.0 5,913.5 5,395.8 4,980.6 4,342.1 3,995.1 32%

注：原木しいたけで出荷制限が指示されている6県

（単位：トン）
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らず、全国での原木栽培しいたけの生産コストを押し上げる大きな要因となってい
る。 

 
 
    「表２-６」では、政府の原子力災害対策本部が指定した 17都県及び全国における

最近の原木調達先のうち、他県からの調達割合の推移を示している。これによれば、
全国の平均では原発事故以前から 10～12％で推移しており、大きな変化は見られな
いが、17 都県では事故前に 31％であったものが事故後は 40％を超える水準で推移
し、令和 5年は 45％と県外からの調達が前年を上回る傾向を示している。 

    特に、宮城県、福島県、茨城県、栃木県などは自県内の原木林について放射能汚染
の影響が強い県であったこともあり、その傾向は大きく、今後とも引き続き他県から
の調達を続ける必要があると考えられる。 

    福島県は、阿武隈山系を中心に 3 万㎥近い原木を他県に供給していたが、他県か
らの調達に頼らざる得ないことは、汚染された地域以外の原木需給にも大きな影響
を与える結果となっている。 

表２-５　原木価格の推移
樹種

年次
区分

ほだ木1本
当たり
価格

㎥当たり
価格

ほだ木1本
当たり価格

㎥当たり
価格

ほだ木1本
当たり価格

㎥当たり
価格

232 21,773 232 21,108 205 19,336
237 22,826 243 22,723 196 18,447
228 21,421 244 22,311 204 16,019
247 21,628 264 22,732 228 17,974
254 23,724 266 24,725 199 16,121
262 23,298 296 22,481 261 19,788
296 28,462 311 29,306 287 25,282
297 28,007 305 29,483 259 24,324
321 30,434 333 31,885 298 24,460
314 28,645 345 31,450 285 25,489
330 29,626 323 27,966 312 26,005
339 29,969 336 26,865 287 21,130
346 30,081 368 27,843 334 23,530
358 29,023 359 25,560 339 25,113
346 29,477 365 28,748 345 2,996

注１：都道府県報告を単純平均した。
　２：その他の主な樹種は、シイ、シデ、アベマキである。

5年
4年

29年

なら くぬぎ

25年
26年
27年
28年

（単位：円）

30年
令和元年

2年
3年

その他

平成21年
22年
23年
24年
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（２）出荷制限及び解除の状況等    
    原木しいたけ（露地栽培）については、令和 6 年 10 月 18 日時点の資料から、岩

手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県の 6県 93市町村で出荷制限が指示
されているが、これまでに２県３市町で解除、６県６3市町村で一部解除され出荷が
認められるなど、生産が再開されている。 

    このような出荷制限解除等を積極的に推進するためにも、放射能汚染の影響がよ
り少ないきのこ原木の確保が必要であり、今後、全国的に使用可能な原木の発掘とと
もに、広域的なきのこ原木の供給体制の確保が重要となっている。 

 
（３）きのこ原木の需給見通し等 
    林野庁がとりまとめた他都道府県からの春植菌用きのこ原木の供給希望量と調達

実績は「表２₋7」のとおりとなっている。 
    傾向としては、全国で見れば需給のギャップは年々減少傾向にあるが、その中にお

いて原木が調達できなかった主な要因として、原木価格の上昇、伐採業者の事業縮小
（高齢化）などが上げられる。 

表２-６　他県からの原木調達の割合の推移（１７都県）
都県 平成22年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

02青森 85 69 73 75 76 74 98 84
03岩手 0 1 1 1 2 1 1 0
04宮城 9 100 100 99 100 100 100 100
05秋田 0 0 8 10 8 8 8 17
06山形 32 28 52 46 16 7 - 4
07福島 2 60 59 51 55 52 58 60
08茨城 47 85 92 90 87 89 83 81
09栃木 12 71 71 69 66 61 65 65
10群馬 20 23 22 24 23 27 23 16
11埼玉 24 15 15 18 19 16 15 14
12千葉 57 89 83 82 88 88 86 80
13東京 76 80 83 84 85 75 85 82
14神奈川 84 87 87 87 87 72 80 90
15新潟 28 12 12 15 18 37 43 39
19山梨 31 9 3 7 9 13 17 10
20長野 9 10 5 2 6 1 1 1
22静岡 13 12 12 10 9 8 15 6
17都県計 31 44 46 45 44 43 46 44
全国計 10 11 11 12 10 11 12 11
注　「17都県計」とは、各県の数値（平均値）の「平均」である。

(単位：％）
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５ 今後の課題 
   これまでの関係者による原木確保に向けたマッチング等の取組は着実に成果を上げ

てきており、需給のギャップは縮まりつつある。しかしながら、樹種ごと、地域ごとに
見ると、原発事故の影響を受けた東日本ではコナラの原木が不足し、西日本ではクヌギ
の供給力に余裕があるなど必ずしも生産者にとって需給バランスが回復したとまでは
言い切れない状況にある。 

   また、供給の広域化は輸送費の掛かり増しなど、原木価格の上昇に拍車をかけること
にもなっており、原木しいたけ栽培の経営を圧迫する大きな要因となっている。 

   このため、以下のような点について留意しながら、引き続き取り組みを強化していく
必要がある。 

 
（１）出荷制限の解除に向けた動きが本格化する中で、東日本地域ではきのこ原木の指標値 

（50㏃/kg）を超える原木の使用等が制限されていることから、県域を超えた広域的な
圏域からの原木調達を積極的に行う必要がある。 

   一方で、原木の供給側においては林業事業体の高齢化もあり、高性能林業機械等を利 
用できずほとんどが手作業となるきのこ原木の生産が敬遠される傾向もあり、供給希 
望量の確保が難しいと言った声がある。 

表２－7　きのこ原木調達実績 （単位：万本）

0

50

100

150

200

250

180
163

182 172 159 150 154 144 136 130

32

31

37
34

31
29 25

24 28 27

コナラ クヌギ
213

195

219
207

190
179 180

168 164
158

令和5年
（R6春植菌）

令和4年
（R5春植菌）

令和3年
（R4春植菌）

令和2年
（R3春植菌）

令和元年
（R2春植菌）

注：コナラには、ミズナラ、ナラ類、その他樹種を含む
グラフ計は樹種ごとの四捨五入により合わない場合がある

年ごとグラフ 左：他の都道府県からの最終供給希望量
右：他の都道府県からの調達実績
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このため、放射能汚染の影響を受けている地域では、自県内の原木林の汚染状況調 
査や原木非破壊検査を活用した実証検査を継続的に実施することで、より汚染度の低
い原木林の確保やそのための調査方法の改善等を検討するなど流通再開に向けた対応
が必要となっている。 

 
（２）コナラが不足している地域では、県の普及担当等による生産者に対する技術的アドバ

イスにより、コナラからクヌギに代えた栽培方法の普及に努め上手に適応されたこと
で生産量の回復が期待される。 
一方で、放射能汚染の影響を受けている地域では原木林が適齢期を過ぎた大径木と

なり、萌芽更新が促進されにくくなるため、継続的な施業を行い資源を循環利用するこ
とが喫緊の課題となっている。 

 
（３）「原木価格の推移」（表２-５）のとおり、原発事故後のきのこ原木の取引価格は依然

として高い水準が続いている。 
原木価格は、原木しいたけ経営に大きな影響を与えており、その影響は原発事故によ

って原木林が直接的な影響を受けた東日本地区のみならず、全国的な原木需給のひっ
迫から西日本の各県にも及んでいると言える。 
このような厳しい状況下において、原木しいたけ生産を継続して行くため、生産者か

らは東京電力による賠償の安定的な継続や国・県等の助成措置の継続・拡充を求める声
が強い。更に、今、燃料価格の高騰による影響も出ており、今後のしいたけ生産の継続
のためには、原木の生産、加工、流通等の各段階でのコストダウン（規格の緩和、省力
化・機械化など）の取組みが求められている。 
    

（４）森林の立木を伐採するときは伐採造林届の提出が必要とされている中、令和 5年 4月
1日からは隣接する森林との境堺状況が確認できる書類が必要とされ、事後のトラブル
防止のためにも、隣接所有者による同意等確認が得られていることが市町村からの適
合（確認）通知書の交付に必要とされている。 
ただし、境界杭などにより境界が明らかな場合や伐採区域が境界に接しない場  

合などには省略ができることになるので、市町村の実情に応じた対応が必要とされる。 
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（きのこ原木需給に係る検討委員会・資料編） 

 

１ 検討委員会の開催概要 

  令和6年度 原木需給に係る検討委員会の概要 

 

  ・開催日時：令和6年12月 2日（月）13:00～15:00 

  ・開催場所：Web形式による開催 

  ・出 席 者：別添の名簿のとおり 

  ・提出資料：別紙のとおり以下の資料を提出 

    資料1 「安全なきのこ原木安定供給体制構築支援事業の概要」 

    資料２ 「しいたけ関係基礎資料」 

    資料3 「きのこ原木需給検討委員会資料」 

    別途資料１ 「令和6年度補正予算の概要」 

    別途資料２ 「改正クリーンウッド法の概要」 
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構　成 氏　名 所　　　属
長谷部　公三郎 （一財）日本きのこセンター・菌蕈研究所・所長
福井　陸夫 全国食用きのこ種菌協会・技術顧問
国分　進 （一社）東日本原木しいたけ協会（福島県生産者）
濱屋　郁生 （一社）東日本原木しいたけ協会（千葉県生産者）
鈴木　金一 あぶくま地域広葉樹利用協同組合・理事長
髙橋　悟 秋田県森林組合連合会･参与
丹治　俊宏 福島県森林組合連合会･代表理事専務
大嶋　康平 栃木県森林組合連合会･業務課長
芝　芳亀 愛媛県森林組合連合会・代表理事専務
田上　博輝 熊本県森林組合連合会･事業部次長
中野　洋司 大分県森林組合連合会･参事兼事業部長
中村　日香 岩手県農林水産部林業振興課(技師）
辻　　龍介 宮城県水産林政部林業振興課(技術補佐）
本間　定寿 秋田県農林水産部園芸振興課（主幹）
浦田　香織 山形県農林水産部森林ノミクス推進課(主査）
渡辺　真紀夫 福島県農林水産部林業振興課(主任主査）
西丸　昂汰 茨城県農林水産部林政課（主任）
杉本　恵理子 栃木県環境森林部林業木材産業課(主任）
宮内　総介 群馬県環境森林部森林局林業振興課（主任）
島袋　燎太 千葉県農林水産部森林課(主事）

林野庁 経営課特用林産対策室

県担当

（別添）
きのこ原木需給に係る検討委員会出席者名簿

学識経験者

きのこ生産者

原木供給者
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検討委員会の概要 
 
１ 配布資料の説明 
  林野庁より、資料１「安全なきのこ原木安定供給体制構築支援事業」、資料３「しいた
け原木検討委員会資料」及び「令和6年度補正予算」等についての概要を説明 

  事務局より、資料２「しいたけ関係基礎資料」及び「改正クリーンウッド法」の概要を
説明 

 
２ 質疑応答、情報交換 

（１） 資料2、資料３及び令和6年度補正予算等に関する質疑及び情報交換 
 
栃栃木木県県 
    栃木県です。しいたけ原木の伐採・搬出の機械化について、樹皮の部分に傷がついてし
まうようなことが資料にあったが、グラップルソーにはきのこ原木用にクッション等が付
いたものを使っても樹皮に傷が付くような段階でしょうか。情報があれば教えてもらいた
い。 

 
林林野野庁庁  
   資料にある事例でどうかは不明だが、特に九州地方の生産者は割とクッション材を付け
ていることがあって、傷の入りは意外と気にするほどでもないと聞いている。これが生産
者に一般化できるのかあるいは特定の技術を持ったスペシャルな人なのかどうかは今一
つ分からないところがあって、このような事例だけをもって進めて行くことが良いのかこ
の機会を利用して皆様のご意見をお聞きしたいと思いこのような事例を出したところで
す。 

 
事事務務局局  
  今、林野庁からこのような方法がどこでも使えるのかのご質問がありましたが、県森林
組合連合会の方で、このような形でグラップルソーを使ったり、ヒアブを使ってトラック
へ積み込んだりしている事例があればご紹介頂きたい。 

   
中中野野委委員員  
  大分県森林組合連合会です。資料３のP10にある機械化の話は、平成24年から栃木県
へ原木を供給する際、だいぶグラプルソーを使っておりましたが栃木県の生産者からは傷
の無い原木を求めると言うことで、気を付けておりましたがクッション材云々の話は無か
ったが実際売買するにはかなり厳しい形です。 
大分県の中では皮剥がれはそんなに気にしませんが、実際供給を 12 年間続けるなか傷

があれば撥ねられてしまうことで、実際に人力はきついので機械化をしたいところだが、
今年ある森林組合がチェンソーで伐採して元玉だけをつかんで行なう取組を今年実行し
ようかと思っている。その際、掴んだ１ｍ分を破棄する前提になる。このため、立木1本
から 6～7 玉採れたところを 1 玉分捨てるので 5～6 玉となると効率を考えるとどっちが
良いのかになる。 
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事事務務局局  
今、原木の傷について意見交換をしておりますが、実際使っておられる生産者の立場で

どうでしょうか。 
 

飯飯泉泉委委員員  
  仲間の生産者でわざわざ傷のある原木で栽培試験をされた方もおりまして、自分達も機
械化することで原木の生産本数が増えてもらえればありがたいので、取組に協力したいと
思っているところではあるが、電話での聞き取りでは 10％程度を超えるような皮の剥離
があると大まかな数字になるが生産量に影響が出るようなことを聞いており、傷とか皮の
剥がれの範囲が3割を超えると収量に影響が出てくるようなことは聞いている。 
だいたい原木1本からきのこの売り上げで生しいたけが千円位を売り上げる。乾しいた

けだとたぶん売上金額的には少ないと思う。生しいたけが千円ですので3割の剥離があっ
て2割くらい収量が落ちるとなると、同じ栽培で200円位採算が悪くなることになり。原
木代が200円安くなってトントンの勘定になってしまう。そのため、200円高ければ手作
業で行った方が林業者（素材生産者）も実入りが大きいのではないかと思われるが、平均
的にどのくらい皮が剥がれてしまうのか、その辺が機械化した時のポイントになるのでは
ないかと思っている。 

 
事事務務局局  
  専門家の長谷部先生、福井先生、原木の傷をどのように見ておられるかご意見を頂きた
い。 

 
長長谷谷部部委委員員  
  傷の試験は、飯泉委員はやっておられるようだが我々はやったことがない。ただ、どう
しても椎茸の菌糸を保護する点から皮が必要であり、3割の傷で収量が2割減になると厳
しいのではないかと思われる。傷はできるだけ付けない方が買う側も良いと思う。 
なお、四国の方で森林組合を辞めた若い方がグラップルソーの操作ができ、どんどん立

木を伐採し、お年寄りの方が付いて行き玉切りを行う原木生産組合のようなものを作って
自分たちが使う原木を集団で機械を活用して非常に上手く行っていると聞いている。 
傷の商品としては、もう少し調べないと分からないということです。 
 

福福井井委委員員  
  長谷部先生が言われたとおり、原木の栽培で見ていると生産者側では少しでも傷が付い
て入ってくるものは、以前は返品していた訳で例えば小さな1カ所位の傷であればホーロ
のようなものをして防ぐが、そこから雑菌汚染がクヌギ関係では特に早くなる傾向がある
ことが分かっているので、できる限り、グラップルソーで伐採したとしても玉切りは丁寧
に行う方が良いと思う。効率化の面で費用が高くなるような問題もあると思うが、その辺
が技術的に解決できたらと思う。 

 
飯飯泉泉委委員員  
  東北の方で傷あり原木というか機械搬出で上手く経営をされている方の話を聞いたこ
とがある。その方は原木伐採と販売もされているが、ご自身でも植菌して生産をされてい
る方になる。 
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自分の生産地のすぐそばにコナラ林などの森林資源があって、立木で購入するにはコス
トが安く、それを多少ラフに扱って傷が付いてもその分本数を出せれば良いとの考え方を
お持ちであれば、傷を気にせず栽培をすることは十分可能ではないかと考えている。どう
しても原木を購入する際は、運送費もかなり要することもあり、福島の原発事故以降長距
離の運送が増えたことから、その時、傷ついた原木でも運送費が同じく必要となることか
ら傷が付いているものが混ざって更にコストをかけて運ぶことになれば採算性が難しく
なると思っている。 
もし自分の家の傍に原木林があって、自分の社員と木を切ってくる感じだったら機械化

して5万本よりも同じ期間で7万本切れるのであれば1.4倍切って栽培をした方が効率的
に良いとする判断ではないかと思っている。 

 
事事務務局局  
  参考になるかですが、石川県試験場できのこの研究をされている方が、能登は原木の「の
とてまり」で有名な生しいたけの産地であり、殆ど能登地方の原木を使った栽培をしてい
るが、どうしても森林組合や伐採業者へお願いしても人手も少ないことから積込みをグラ
ップルなどを使って傷が入った場合に椎茸の発生量や雑菌がどうなるかを秋のきのこ学
会で発表している。これからも続けて試験をしてみたいとお聞きしておりますので、機会
があればきのこ学会の論文集に掲載されていると思うので、参考になるのではと思ってい
る。 

  原木の伐採・搬出について、機械化の方から始まりましたが原木の要件等も含めて気が
付かれた点がありますか。全体の需給でも結構ですのでお話しがあればどなたからでも結
構です。 

 
福福井井委委員員 
  機械での伐採は、選別して伐採（抜き切り）するのではなく皆伐に近い形でしょうか。 
 
林林野野庁庁  
  現場の状況まで把握が出来ていないが、通常であれば、ある程度の面積を皆伐している
のではないかと思う。現地の状況をここでは把握していないが恐らくそうではないかと想
像している。 

 
福福井井委委員員  
  皆伐された後は、萌芽更新と植林のいずれになるか。 
 
林林野野庁庁  
  基本、萌芽更新になる。 
 
芝芝委委員員  
  愛媛県森林組合連合会です。傷の件ですが、機械で伐採している原木の傷のことは、愛
媛県から栃木県行きの原木の要望になるが、余り伐採後に水を浸しすぎないようにとのご
要望があって我々がやっている乾しいたけの伐採時期より少し遅らせ気味で伐採してい
るのが現状となっている。そうすると皮が剝がれやすくなる要因も生んでしまうので、そ
のような要望に応じるとそういった要因も生ずることをご理解いただきたい点もあるこ

－15－
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とをお繋ぎしておきたい。 
 
事事務務局局  

含水率というか乾燥の具合によっても皮が剝がれやすい剝がれにくいのもあるのでは
ないかと言うことだったと思います。 

 
芝芝委委員員  
  そのとおり。別に愛媛県に限ったものではなく、今、スギ、ヒノキも年中伐採している
が本来であれば秋から冬場の木が動かない時期になってから伐採していた。現在は年間通
して伐採しているので、機械で伐採作業をすると皮が剝がれやすいのが現状であるので、
そこはご理解頂ければと思う。 

 
事事務務局局  
  竹内室長（林野庁）、機械化の部分について皆様からご意見がありましたが、最後この
部分について締めて頂きたい。 

 
林林野野庁庁  
  色々なご意見ありがとうございました。ここについては生産者が何を求めているかと伐
採の現場では、どんなに上手くやっても傷ができたり皮が剝がれるものがあるかなどにつ
いて知見を集め共有し、どこまでだったら使えるものになるのかこれから情報集め、共有
して行きたいと思っている。 

 
事事務務局局  
  横道にそれて恐縮になるが、先の天皇が亡くなられた時に大嘗祭で使う丸太はカラマツ
やスギの皮つき丸太で当時これの検品を携わった経験があるが、その時にはグラップルソ
ーは一切使わずスリングを掛けてフォワーダーには畳を敷き、トラックには全部発砲スチ
ロールを敷いた覚えもあるので、皮をどう傷つけないようにするかは課題が多いと思う。
先ほど、飯泉委員からも話がありましたが、椎茸の栽培そのものにどのような影響を与え
るかを皆様から次の機会にでもご意見を集めたいと思うので、ご意見を頂ければと思う。 

  他の話題として、先程、林野庁から来年度予算も含めてありました。何かご意見・ご要
望等はありませんか。 

 
福福井井委委員員  
  先程、林野庁からご説明のあった特用林産物の需要拡大で5頁、輸出拡大に向けた課題
解決に向けた取り組みと言うことで、以前、森林総合研究所の関谷先生と自分が中心に平
成 22年（2010年）の報告、今から 14年前に株式会社流通システム研究センターが中心
になって林野庁特用林産対策室の予算だったと思うが、生鮮きのこ輸出実行プランを行っ
ている。その時に鮮度保持調査も行っており、だいたい2週間くらい船で行ったところま
では鮮度を保てるような記憶をしている。 
原木椎茸については、非常に有機 JAS は取りやすくて有機 JAS を日本と同等の認証を

認めている国がUSA、カナダ、ＥＵが中心で持っていけたら良いのではないか。なぜかと
言えば東南アジアは、既にタイ、ベトナムは自国で椎茸栽培を盛んに始めているのでUSA
やEUの方が良い。なぜそんなことを言うかは情報が入っていて、スペイン、ポルトガル、

－16－
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フランスその他のEUの国々には、中国からの菌床が入ってきて栽培された椎茸がスペイ
ン産、ポルトガル産として、日本のように中国産となっていないので困っているとする
国々の生産者からの情報が間接的に入ってきている。特に原木栽培は有機 JASを取りやす
いと思うので、ただ鮮度保持がどこまでできるかは分からないが EU やUSA では同等性
が認められているので、それに向けた輸出拡大が出来るのではないかと私は思うので参考
にして頂ければと思っている。 

 
林林野野庁庁  
  コメントありがとうございます。カナダなどの方面でのビーガンの流行り等で需要が高
まっている状況ということで伺っている。需要やニーズが伸びるような国を重点的に林野
庁でも行っていきたいと思っている。 

 
事事務務局局  
  今年も生鮮の輸出について調査をさせて頂いている。カナダなどの北米地域まで輸出す
ると、船で3週間になる。実際に生産者から北米の消費者まで届くとなると4週間位の鮮
度保持ができるかどうかと言うのが、一つのポイントになるのかと。あとヨーロッパだと
もう1週間余計に掛かるかと思っている。もう1週間だとニュージーランド、オーストラ
リアの赤道を超えた向こう側に 4 週間あるとコンテナで持って行けると冬と夏の需要期
がずらせた消費拡大が出来る道もないかと調べてもおりますので、報告書等が出来たら皆
様にもお知らせをしたいと思っている。 

 
長長谷谷部部委委員員  
  生での鮮度保持ということで、長く鮮度保持ができ地球どこでも持って行けるようにな
ることは非常に良いことだと思う。もう一つ、皆様ご承知のとおり冷凍にすると相当の間
持つので、その時に原木しいたけになると日本独自のものになり、この美味しさをしっか
り世界に食べて頂けるので、是非、輸出促進というか日本の里山の広葉樹林を循環利用し
ながら素晴らしいものを世界の人々に食べて頂くと言うことを是非とも進めて頂けたら
と思う。 

 
事事務務局局  
  これについても今年、冷凍椎茸は国内でも商品開発の途中ですが、出来ればそのような
ことをやりたく試作品を作って頂いてもいるので、また輸出先国での反応等情報としてご
提供できれば良いかと考えている。 

 
 
林林野野庁庁  
    濱屋委員から頂いていた資料の補足をしておきたいと思う。生産者の方々、東電賠償の
関係とか原木林について、自分達で本当にそこが安全なのかどうかを確認する方法がない
ので、そこはシッカリやって頂きたいとのお話かと思っている。一つとして林野庁でもほ
だ木の検査ということを各地で実態調査を行なっており、年間千本位になってしまうが、
地域によってバラツキがあり、どこであれば絶対安全ですと示すことはかなり難しい状況
かと正直思うところです。 
国の方で資料３の 28 頁にある「特用林産施設体制整備復興事業」として、出荷制限が

－17－
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課された地域の皆様については他の地域に比べれば放射性物質の検査等に掛かり増しが
発生することになるので、他の地域の生産者とイコールになるように掛かり増し経費に相
当するものに支援を行っている状況です。新規の生産者にも触れられているが、これにつ
いては掛かり増しになることは新規生産者も同様になるので、震災後に、新たに生産され
る方にもお使いいただける仕組みにしている。今後事業自体をどうして行くかはあるが、
他の地域に比べると掛かり増しなる、ひと汗かかないとなかなか生産・出荷に結びつかな
いところをキチンと確認しながら支援して行きたいと考えており、東京電力の賠償は個別
事情や時間も要することからこのような事業のご活用もお願いしたい。 

  また、東京電力に対して必要なことは我々も言って行きたいと思っているので、よろし
くお願いします。締めの挨拶とは違いましたが補足をさせて頂きました。 

  
事事務務局局  
  本日の会議を締めさせて頂きます。後ほど追加の資料等出席者の方が整理したもの本日
の概要については、委員の先生方にお送りしたいと思います。 

（以上） 
 

 

－18－
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安安全全ななききののここ原原木木安安定定供供給給体体制制構構築築支支援援事事業業のの概概要要 

（令和６年度予算 国産特用林産物の国際競争力強化・生産性向上対策） 

１１  事事業業のの目目的的 

2011 年３月に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故の影響により、食

品の基準値(100Bq/kg)を超過するきのこが発生したことによる出荷制限等が東日

本を中心に今もなお行われている。また、きのこ原木の指標値(50Bq/kg)を超える

原木の使用等が制限され、全国的なきのこ原木の不足が生じるなどの状況にある

ことから、安全なきのこ原木の安定供給によるきのこ生産者の生産再開・継続が

課題となっている。 

このため、これらのきのこ原木について、供給者側と需用者側双方から、全国的

あるいは県域を越えた広域的な圏域を対象とした供給希望情報と供給可能情報の

幅広い収集と情報提供、需給のマッチング支援等が必要であることから、有識者、

きのこ生産事業体、原木の取扱事業体、中央団体、都道府県等の関係者による検討

委員会等を設置し、安全なきのこ原木の安定供給体制の構築を図る。 

２２  事事業業内内容容 

安全なきのこ原木の安定供給体制の構築を図るため、『きのこ原木需給に係る

検討委員会』を設置。 

・きのこ生産用原木を取り巻く現状把握、情報の収集・分析、安定供給に係る課

題の整理

・安定供給を進めるための具体的な対応策の検討

・安定供給に係る地域の課題の共有

・供給可能情報の掘り起こし

－1－
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コナラ クヌギ

他県からの春植菌用きのこ原木調達実績

（注）コナラには、ミズナラ、ナラ類、その他樹種を含む。
グラフ計は樹種ごとの四捨五入により合わない場合がある。

他県からの春植菌用きのこ原木調達実績

• 令和２年以降の他県からの春植菌用きのこ原木の供給希望量と調達実績の差は、減
少傾向にあり、令和６年に生産者が調達できなかった原木数は約７万本であった。

• 調達できなかった主な原因は、原木価格の上昇、伐採業者の事業縮小（高齢化）等。
（生産規模の縮小等で対応（兼業の生産者も多い））

R5春植菌 R6春植菌 R5春植菌 R6春植菌
秋田県 5,500 34 - -
山形県 - 4,000 - -
茨城県 76,140 36,842 - -
栃木県 - 430 2,695 500
埼玉県 - 1,500 - -
新潟県 6,900 - - -
富山県 500 3,000 - -
山梨県 - 5,000 - -
岐阜県 2,230 2,070 3,440 430
静岡県 - 1,000 - -
愛知県 1,700 - - -
三重県 1,400 1,500 6,400 8,000
滋賀県 - 2,000 - -
和歌山県 500 - 500 -
広島県 5,300 2,000 - -
山口県 - - 500 -
計 100,170 59,376 13,535 8,930

調達できなかった本数（本）
都道府県 樹種：コナラ 樹種：クヌギ調

達
で
き
な
か
っ
た
県
の
不
足
状
況

R2春植菌 R3春植菌 R4春植菌 R5春植菌 R6春植菌
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令和6年6月末現在

他他のの都都道道府府県県へへ供供給給をを希希望望ししたた、、令令和和６６年年春春植植菌菌用用ききののここ原原木木のの調調達達実実績績等等
単位：本

都道府県 本数 都道府県 本数 都道府県 本数 原因 対応

03岩手県 コナラ 1,000 1,000 秋田県 1,000 0

04宮城県 コナラ 160,791 160,791 0

05秋田県 コナラ 27,000 26,966 岩手県 16,966 山形県 10,000 34
岩手県沿岸部の大雪
による搬出量不足

県内事業体から調達

06山形県 コナラ 25,500 21,500 青森県 14,000 岩手県 7,500 4,000
伐採業者（県内）の高
齢化・廃業

県外の業者に再度依頼
しているが必要な量が
集まっていない

07福島県 コナラ 77,860 77,860 岩手県 48,260 長野県 25,100 秋田県 4,000 0

クヌギ 100 100 長野県 100 0

08茨城県 コナラ等 394,450 357,608 長野県 83,500 岩手県 49,200 栃木県 35,108 36,842

原木生産者の高齢化
や悪天候による生産・
搬出減等に伴う原木供
給量のひっ迫により予
定数の確保ができな
かった。

生産規模の縮小

09栃木県 コナラ 27,036 26,606 愛媛県 8,181 山梨県 5,000 大分県 3,724 430

生産者が希望する県内
産原木が不足したこと
に伴い、本数を減らし
て県外産原木を調達し
たため。

生産者の生産規模縮
小

クヌギ 132,349 131,849 大分県 87,063 熊本県 21,892 愛媛県 20,965 500
生産者の希望の太さの
原木が調達出来なかっ
たため。

生産者の生産規模縮
小

10群馬県 コナラ 106,933 106,933 栃木県 48,450 長野県 28,983 福島県 21,000 0

クヌギ 2,000 2,000 宮崎県 2,000 0

11埼玉県 コナラ 38,500 37,000 岩手県 11,000 群馬県 10,000 山梨県 8,000 1,500
植菌する時期に伐採が
間に合わなかったため

生産量を減らした

12千葉県 コナラ 140,916 140,916 岩手県 52,898 山梨県 33,667 香川県 13,125 0

クヌギ 25,630 25,630 山梨県 13,330 大分県 7,500 愛媛県 3,100 0

13東京都 コナラ 53,100 53,100 山梨県 41,800 群馬県 6,100 岩手県 2,000 0

14神奈川県 コナラ 40,400 40,400 山梨県 15,600 岩手県 13,800 長野県 11,000 0

15新潟県 コナラ 35,600 35,600 岩手県 26,100 長野県 5,000 青森県 2,000 0

16富山県 コナラ 8,000 5,000 福島県 5,000 3,000
原木取扱業者の体調
不良による

生産規模の縮小

18福井県 コナラ 1,700 1,700 福島県 1,700 0

19山梨県 コナラ 11,000 6,000 長野県 6,000 5,000

調達元の地域において
冬期の降雨により林
内、路面状況が悪化し
たため、搬出量が減少
した。

生産規模を縮小した。

20長野県 コナラ 900 900 山梨県 900 0

21岐阜県 コナラ 19,770 17,700 山梨県 7,800 長野県 8,900 滋賀県 1,000 2,070

クヌギ 10,760 10,330 大分県 4,500 長野県 2,400 山梨県 1,430 430

調達でき
なかった本数
（C＝A－B）

調達できなかった本数
（C）について都道府県 樹種

R６春用最終
調達希望本数

（A）

R６の植菌までに
調達できた

本数
（B）

Bの調達先（上位3都道府県）

石川県産（コナラ、クヌ
ギ混）が380円→480～
500円に値上がりしたた
め、断った

なし（植菌本数を減らし
た）

調 査 中
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単位：本

都道府県 本数 都道府県 本数 都道府県 本数 原因 対応

調達でき
なかった本数
（C＝A－B）

調達できなかった本数
（C）について都道府県 樹種

R６春用最終
調達希望本数

（A）

R６の植菌までに
調達できた

本数
（B）

Bの調達先（上位3都道府県）

22静岡県 コナラ 38,820 37,820 山梨県 32,800 長野県 5,020 1,000 伐採者の不足 生産規模の縮小

クヌギ 8,670 8,670 山梨県 8,670 0

23愛知県 コナラ 71,500 71,500 長野県 28,000 岐阜県 33,500
山梨県
兵庫県

5,000 0

クヌギ 7,500 7,500 長野県 1,500 大分県 6,000 0

24三重県 コナラ 4,250 2,750 兵庫県 1,500 奈良県 1,250 1,500 調達先自体の不足 生産規模の縮小

クヌギ 17,300 9,300 大分県 4,500 奈良県 1,800
滋賀県
兵庫県

1,500 8,000 調達先自体の不足 生産規模の縮小

25滋賀県 コナラ 9,500 7,500 岩手県 6,000 山梨県 1,500 2,000 原木の供給不足 生産規模の縮小

クヌギ 2,300 2,300 石川県 2,300 0

クヌギ 3,000 3,000 大分県 3,000 0

ナラ 1,000 1,000 富山県 1,000 0

26京都府 ナラ 2,160 2,160 山梨県 1,000 青森県 420 兵庫県 410 0

クヌギ 5,790 5,790 山梨県 5,000 青森県 420 岩手県 330 0

27大阪府 コナラ 1,500 1,500 熊本県 1,500 0

クヌギ 6,000 6,000 三重県 6,000 0

28兵庫県 コナラ 38,700 38,700 岡山県 18,370 大阪府 6,250 広島県 4,840 0

クヌギ 21,400 21,400 岡山県 9,130 大阪府 6,250 鳥取県 2,000 0

30和歌山県 コナラ 9,000 9,000 群馬 4,000 兵庫県 4,000 長野県 1,000 0

31鳥取県 コナラ 13,300 13,300 兵庫県 10,300 広島県 3,000 0

32島根県 クヌギ 12,000 12,000 大分県 12,000 0

33岡山県
クヌギ
・コナラ（そ
の他計上）

600 600 鳥取県 600 0

34広島県 コナラ 2,000 0 2,000
原木業者の取扱量が
縮小したため

新原木業者の検討

35山口県 クヌギ 6,000 6,000 大分県 6,000 0

36徳島県 ナラ 3,000 3,000 香川県 3,000 0

クヌギ 2,200 2,200 香川県 2,200 0

40福岡県 クヌギ 16,420 16,420 大分県 16,420 0

ナラ計 1,365,186 1,305,810 59,376

クヌギ計 279,419 270,489 8,930

その他計 600 600 0

総計 1,645,205 1,576,899 68,306

※調達本数については、把握できる範囲で県外から調達したすべてについて記載。

※複数樹種の場合は第一樹種で算出。

合計
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（調達先、調達方法等）

都道府県

03岩手県

04宮城県

05秋田県

06山形県

07福島県

08茨城県

09栃木県

10群馬県

11埼玉県

12千葉県

13東京都

14神奈川県

15新潟県

16富山県

18福井県

19山梨県

20長野県

21岐阜県

22静岡県

23愛知県

28兵庫県

31鳥取県

32島根県

33岡山県

35山口県

40福岡県

※国（日本特用林産振興会）による需給情報の収集・提供・マッチングを通じた取組以外も対象とします。
（例）：県森連間で既に調達ルートが確定しているもの、しいたけ生産者と原木生産者間での安定的な取引によるもの等

○放射性物質濃度の影響により原木確保が困難となっている県南地域を中心に、原木供給連絡会議により、岩手県森林組合連合会を通じて、秋田県森林組
合連合会から1,000本、県内の協力事業体から36,770本を調達。

宮城県森林組合連合会が窓口となり、種菌メーカー及び生産者団体の斡旋により調達しました。
主な原木の産地は、岩手県。

・新潟県森林組合連合会、JA（種菌メーカー：(株)富士種菌、森産業(株)）を通じて調達。

・しいたけ生産者が直接、原木取扱業者と調整している。

調達先、調達方法等

・種菌メーカーを通じて岩手県から調達（コナラ：岩手県16,966本）。
・県内外の原木生産者から調達。

青森県14,000本については、青森県の業者を介して、岩手県の原木を購入。

調達先：福島県森林組合連合会、原木業者
調達方法：森連　県外の森林組合、種菌メーカー等から調達

　原木業者　県内外（県内：主に会津）で原木を伐採（生産）して調達

種菌メーカーからの調達が多い。

県森連経由で、西日本（大分県、熊本県、愛媛県等）から調達。
県内産原木希望の不足分を、西日本からの調達で対応した。

・県森連、各地区JA及びきのこ協議会経由により、栃木県、長野県、福島県等から調達した(補助事業利用者の調達実績)。
また、独自調達している生産者については統計調査より抜粋した。

種菌メーカーから調達

県森林組合経由で調達

東京都椎茸生産組合連合会経由で調達、一部自伐

森産業(株)、飛鳥運輸(株)、秋山種菌、富士種菌、(株)PEACE

伐採業者を通じて長野県より調達した。

越前町　しいたけ生産者が購入

種菌メーカー通じて原木生産者から調達した。

種菌メーカーを通じて、または林業会社と直接やり取りをして調達している。

（山梨県）
・農業協同組合経由で調達。
・しいたけ生産者自らが原木生産者と取引を行っている。
（長野県）
・運送会社及び椎茸卸売業者経由にて調達。

・種菌メーカーを通じて調達。
・県外の森林組合、自己所有林から直接調達。

しいたけ生産者と原木生産者間での直接取引が大宗を占めるほか、富士種菌ほか１種菌メーカーを介す等し、表に掲げる県から調達しました。

基本的にしいたけ生産者と原木生産者等での取引によるもの。
種菌メーカーや山主からの直接調達もある。
原木不足のため、近隣県で調達していた方が、大分県から調達するようになった。

日本きのこセンターが兵庫県、広島県の事業者と安定的な取引を実施し、生産者に販売している。

森産業株式会社が移入

鳥取県の事業体より直接調達したもの。

R6植菌までに調達できた本数（6,000本）のうち、植菌時期に調達の遅延があった本数は1,500本、その対応は植菌時期の変更可能な生産者と調整した。
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ききののここ原原木木のの需需給給状状況況のの推推移移  

（注）計の不一致は四捨五入による。 

０万本は単位に満たない数値とする。 

他県からの 

供給希望量

（A） 

他県からの 

供給可能量

（B） 

不足量 

（B-A） 

翌年の 

県外供給量 

平成 24 年 

９月末 

（茨城県は 11 月末） 

30 千㎥ 

286 万本 

12 千㎥ 

97 万本 

▲18 千㎥

▲189 万本

35 千㎥ 

平成 25 年 

９月末 

14 千㎥ 

118 万本 

21 千㎥ 

196 万本 

７千㎥ 

78 万本 

37 千㎥ 

平成 26 年 

９月末 

14 千㎥ 

118 万本 

16 千㎥ 

137 万本 

１千㎥ 

19 万本 

34 千㎥ 

平成 27 年 

９月末 

９千㎥ 

96 万本 

12 千㎥ 

102 万本 

３千㎥ 

６万本 

39 千㎥ 

平成 28 年 

９月末 

７千㎥ 

67 万本 

９千㎥ 

81 万本 

３千㎥ 

14 万本 

36 千㎥ 

平成 29 年 

９月末 

54 万本 56 万本 ３万本 

平成 30 年 

９月末 

50 万本 48 万本 ▲１万本

令和元年 

９月末 

37 万本 48 万本 12 万本 

令和２年 

９月末 

32 万本 32 万本 ▲０万本

令和３年 

９月末 

31 万本 30 万本 ▲１万本

令和４年 

９月末 

26 万本 23 万本 ▲４万本

令和５年 

９月末 

33 万本 13 万本 ▲20 万本

令和６年 

９月末 

46 万本 11 万本 ▲34 万本 

5
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R7春植菌用原木の樹種別の供給希望量と供給可能量

（千本）

樹種別の供給希望量と供給可能量
（令和６年９月末時点）

（注１）供給可能量は、森林調査簿上の構成樹種割合から算出した本数を含む概数である。
（注２）計の不一致は四捨五入による。
（注３）コナラにはミズナラ、ナラ類を含む。

• 県外からの供給希望量は約46万本、県外への供給可能量は約11万本で、約34万
本の不足。

• 樹種別には、コナラが約29万本不足。
• 各都道府県における供給可能量については、その供給先が確定されているものが
多く、供給先が未定となっている数量は減少しており、来春用の原木は供給可能
量そのものが不足している状況。

他県への供給可能量と他県からの供給希望量の推移

（注）コナラには、ミズナラ、ナラ類、その他樹種を含む。

樹種
県外からの

供給希望量（A)
県外への

供給可能量（B）
差（B-A）

コナラ 401 110 ▲ 291

クヌギ 56 3 ▲ 53

その他広葉樹 - 1 1

計 457 114 ▲ 344
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自分内で必要量の調達が困難で、他県からの供給を希望している都道府県（17県）

原木マッチングを利用せずとも、必要量が県内外から調達可能な都道府県（30都道府県）

他府県へ供給可能な都道府県（３県）

全国の供給希望量と供給可能量（令和６年９月末）

国国有有林林
ココナナララ等等 ９９．．４４万万本本
ククヌヌギギ ００．．１１万万本本

ココナナララ １１．．６６万万本本
ククヌヌギギ ００．．２２万万本本
そそのの他他００．．１１万万本本

秋田県・福島県・岐阜県

他県からの供給希望量
約46万本

主にココナナララを用いた
シイタケ栽培地域

主にククヌヌギギを用いた
シイタケ栽培地域

他県への供給可能量
約 11万本
コナラ：約 11万本
クヌギ：約 ０万本
その他広葉樹：約０万本
※単位に満たない数量は０表示

供給可能量－供給希望量＝▲34万本

コナラの需給状況
供給可能量（11万本）－供給希望量40万本）＝▲29万本

コナラ：約40万本
クヌギ：約 6万本

国有林から供給可能な都道府県（３県）
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令和５年９月末 令和６年９月末 差 令和５年９月末 令和６年９月末 差

本数 本数 本数 本数 本数 本数

01北海道 2,000 ▲ 2,000

02青森県

03岩手県 2,000 ▲ 2,000

04宮城県

05秋田県 4,000 ▲ 4,000 3,200 500 ▲ 2,700

06山形県 14,000 14,000

07福島県 23,500 18,000 ▲ 5,500

08茨城県 182,000 207,000 25,000

09栃木県 5,410 13,500 8,090

10群馬県 109,000 109,000

11埼玉県

12千葉県 5,000 5,000

13東京都 3,000 ▲ 3,000

14神奈川県

15新潟県 1,000 1,000

16富山県 8,000 7,000 ▲ 1,000

17石川県

18福井県

19山梨県 19,100 19,100

20長野県

21岐阜県 18,500 ▲ 18,500 200 200

22静岡県 33,600 3,000 ▲ 30,600

23愛知県 2,000 1,500 ▲ 500

24三重県 24,000 18,500 ▲ 5,500

25滋賀県 9,000 9,000

26京都府

27大阪府 2,500 ▲ 2,500

28兵庫県 34,000 34,000

29奈良県

30和歌山県 1,000 1,000

31鳥取県 17,300 11,700 ▲ 5,600

32島根県

33岡山県

34広島県 2,000 455 ▲ 1,545

35山口県

36徳島県

37香川県

38愛媛県

39高知県

40福岡県 3,300 2,000 ▲ 1,300

41佐賀県

42長崎県

43熊本県 33,800 ▲ 33,800

44大分県

45宮崎県

46鹿児島県

47沖縄県

330,710 456,755 126,045 60,500 18,700 ▲ 41,800

- - - 67,594 95,645 28,051

330,710 456,755 126,045 128,094 114,345 ▲ 13,749

注：本表に掲載した数値は、現在立木の状態であってもきのこ原木として本数、材積に換算（推定）したもの。

国　有　林

合合　　計計

ききののここ原原木木のの供供給給希希望望量量・・供供給給可可能能量量のの比比較較（（令令和和５５年年９９月月末末とと令令和和６６年年９９月月末末））

都道府県
国有林

他県への供給可能量

民
有
林

計計

他県からの供給希望量
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令和6年8月現在

供給先確定済 供給先未確定

法人01 ミズナラ 3,000 2,500 500 6～20㎝ 90㎝ 〇 －
主に鹿角郡
小坂町

R7.4以降 原木供給実績あり

個人01 コナラ 6,000 6,000 8～14㎝ 90㎝ － － 大仙市 R7.1～R7.3 原木供給実績あり

法人01 コナラ 7,000 7,000 8～14㎝ 90㎝ 西会津町 R6.12～R7.3 原木供給実績あり

コナラ 35,000 25,000 10,000 7～15㎝ 90㎝ 下郷町 R6.10～R7.4 原木供給実績あり

コナラ 5,000 5,000 7～15㎝ 90㎝ 主に石川町 R6.10～R7.4

クヌギ 2,000 2,000 7～15㎝ 90㎝ 主に石川町 R6.10～R7.4

サクラ 1,000 1,000 7～18㎝ 90㎝ 主に石川町 R6.10～R7.4 原木供給実績あり

法人03 コナラ 42,000 42,000 12㎝ 90㎝
南会津地域
（主に南会津

町）
R6.10～R7.4 原木供給実績あり

埼玉県 個人01 コナラ 4,000 4,000 9～16㎝ 90㎝ － 主に秩父市 R6.12～R7.3 原木供給実績あり

個人01 コナラ等 15,000 15,000 6～15㎝ 90㎝ 高山市内 R6.10～R7.5 原木供給実績あり

法人01 コナラ等 6,500 6,500 6～15㎝ 90㎝
主に高山市丹
生川町、高山
市朝日町

R6.10～R7.5 原木供給実績あり

個人02
コナラ、
クヌギ等

80,000 80,000 6～13㎝ 90㎝
高山市、飛騨

市
R6.10～R7.5 原木供給実績あり

法人02 コナラ等 3,000 2,800 200 6～15㎝ 90㎝ 高山市久々野 R6.10～R7.5 原木供給実績あり

法人03 コナラ等 1,500 1,500 6～16㎝ 90㎝
高山市、
丹生川町

R6.10～R7.6

法人04 コナラ等 2,000 2,000 6～15㎝ 90㎝ 高山市 R6.10～R7.5 原木供給実績あり

法人 クヌギ 18,000 18,000 8～14㎝ 90～92㎝ － －
大洲市

（主な産地）
R6.12～R7.3 原木供給実績あり

法人 クヌギ 3,000 3,000 15～18㎝ 90～93㎝ － －
大洲市

（主な産地）
R6.12～R7.3 原木供給実績あり

法人 コナラ 7,000 7,000 8～14㎝ 90～94㎝ － －
大洲市

（主な産地）
R6.12～R7.3 原木供給実績あり

法人 コナラ 1,200 1,200 15～18㎝ 90～95㎝ － －
大洲市

（主な産地）
R6.12～R7.3 原木供給実績あり

法人01 クヌギ 78,000 78,000 7～18㎝ 90㎝ － － 大分県 R6.12～R7.6 原木供給実績あり

個人01 クヌギ 20,000 20,000 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

個人02 クヌギ 6,000 6,000 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

法人02 クヌギ 16,500 16,500 7～16㎝ 90㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

個人03 クヌギ 2,800 2,800 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

個人04 クヌギ 2,000 2,000 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

個人05 クヌギ 200 200 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

個人06 クヌギ 350 350 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

個人07 クヌギ 1,200 1,200 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

個人08 クヌギ 2,000 2,000 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

個人09 クヌギ 1,000 1,000 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

個人10 クヌギ 3,000 3,000 7～16㎝ 105㎝ － －
大分県

竹田市他
R7.1～R7.5 原木供給実績あり

375,250 356,550 18,700

コナラ等 6,898 6,898 8～12㎝ ○ ○ 青森県 未定

コナラ等 84,106 84,106 8～12㎝ ○ ○ 岩手県 未定

コナラ等 3,394 3,394 14～22㎝ ○ ○ 未定

クヌギ 1,247 1,247 14～22㎝ ○ ○ 未定

95,645 95,645

コナラ計 312,598 356,550 110,098

クヌギ計 157,297 3,247

その他計 1,000 1,000

総計 470,895 356,550 114,345

※立木販売は、入札等の手続きが必要である。
※コナラはミズナラ、ナラ類を含む。

令令和和７７年年春春植植菌菌用用ききののここ原原木木ににつついいてて他他県県へへのの供供給給可可能能量量（（報報告告時時点点））

供給時期
備考

（きのこ原木供給
実績の有無等）

入札

供給量とサイズ

供給者 樹種
立木
販売

産地
長さ直径本数

宮崎県

国有林

合計

岐阜県

愛媛県

計

都道府県

秋田県

法人02福島県

計

大分県
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ししいいたたけけのの出出荷荷制制限限解解除除のの状状況況（（ＲＲ６６..1100..1188 現現在在））  

○○ 原原木木ししいいたたけけ（（露露地地栽栽培培））  ＜＜解解除除２２県県３３市市町町、、一一部部解解除除６６県県６６３３市市町町村村＞＞

＜＜岩岩手手県県＞＞ １４市町 

H25. 4. 8 盛岡市 

H26.10. 7 花巻市（一部解除）、北上市（一部解除）、 

 山田町（一部解除） 

H27. 4.10 陸前高田市（一部解除）、住田町（一部解除）、

 大船渡市（一部解除）、一関市（一部解除）、 

 大槌町（一部解除）、遠野市（一部解除） 

H27. 7.17  金ヶ崎町（一部解除） 

H28．1.25 釜石市（一部解除）、奥州市（一部解除） 

H30. 3.28 平泉町（一部解除） 

＜＜宮宮城城県県＞＞ １８市町村 

H26. 8.26  登米市（一部解除） 

H27. 2.18 仙台市（一部解除）、大和町（一部解除） 

H27. 4.10 大崎市（一部解除） 

H27. 7.17  南三陸町（一部解除） 

H27. 8.25  気仙沼市（一部解除） 

H27. 9.11  加美町（一部解除） 

H28．1.25 栗原市（一部解除） 

H28.12.22 川崎町（一部解除） 

H29. 3.31 大衡村（一部解除） 

H29. 7.11 七ヶ宿町（一部解除） 

H29.10.11 色麻町（一部解除） 

H30. 1.18 名取市（一部解除） 

H30. 4.24 角田市（一部解除）、村田町（一部解除） 

H31. 2.14 丸森町（一部解除） 

R2.  7.13  石巻市（一部解除） 

R5. 8.18 蔵王町（一部解除） 

＜＜福福島島県県＞＞  ４市町村 

H23. 4.25 いわき市 

H23. 5.16 田村市（警戒区域を除く）、新地町 

H23. 5.23 川内村（警戒区域を除く） 
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＜＜茨茨城城県県＞＞ ７市町 

H29. 6.22 行方市（一部解除） 

H30. 7.10 小美玉市（一部解除） 

H30.12.13 土浦市（一部解除） 

R3.  3.26  常陸大宮市（一部解除） 

R5.  3. 8  茨城町（一部解除）、阿見町（一部解除） 

R6.  3.14  那珂市（一部解除） 

＜＜栃栃木木県県＞＞  １７市町 

H26. 7. 9  芳賀町（一部解除） 

H27. 2.20 茂木町（一部解除）、日光市（一部解除）、 

 大田原市（一部解除）、那珂川町（一部解除） 

H27. 6. 5 宇都宮市（一部解除） 

H27. 8. 7  栃木市（一部解除） 

H27.12．1 市貝町（一部解除） 

H28．1.25 那須烏山市（一部解除） 

H28．5.18 鹿沼市（一部解除）、さくら市（一部解除）、 

 益子町（一部解除） 

H28.12.22 真岡市（一部解除） 

H30. 3.28 足利市（一部解除）、高根沢町（一部解除） 

H30. 6.13 那須塩原市（一部解除） 

R2.  2.25 矢板市（一部解除） 

＜＜千千葉葉県県＞＞  ６市 

H26. 3.19  山武市（一部解除） 

H26.10.14 佐倉市（一部解除）、君津市（一部解除）、 

 富津市（一部解除） 

H28．1.25 印西市（一部解除） 

H29. 2.15 千葉市（一部解除） 
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○○ 原原木木ししいいたたけけ（（施施設設栽栽培培））  ＜＜解解除除１１県県２２市市、、一一部部解解除除４４県県１１６６市市町町＞＞

＜＜福福島島県県＞＞ ３市町 

H23. 9. 7  本宮市 

 H26．7.11  伊達市（一部解除） 

H26．7.11  新地町 

＜＜茨茨城城県県＞＞ ３市町 

H28．4．8 土浦市（一部解除） 

H28．5.18 鉾田市（一部解除） 

H30. 4.24 茨城町（一部解除） 

＜＜栃栃木木県県＞＞ ９市町 

H25.10.23 矢板市（一部解除） 

H26. 4.17 鹿沼市（一部解除） 

H26. 8.28 芳賀町（一部解除）、さくら市（一部解除） 

H26.10.24 那須塩原市（一部解除）、日光市（一部解除） 

H27. 2.20 大田原市（一部解除） 

H27. 6. 5 壬生町（一部解除）

H27. 8. 7  那須町（一部解除） 

＜＜千千葉葉県県＞＞  ３市 

H26. 3.19 山武市（一部解除） 

H26.10.24 君津市（一部解除） 

H26.11.20 富津市（一部解除） 
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ししいいたたけけのの出出荷荷制制限限・・出出荷荷自自粛粛のの措措置置状状況況（（ＲＲ６６..1100..1188））

■■出出荷荷制制限限

〇〇原原木木ししいいたたけけ（（露露地地栽栽培培）） 

＜＜出出荷荷制制限限６６県県９９３３市市町町村村、、摂摂取取制制限限１１県県 11村村＞＞  

＜＜岩岩手手県県＞＞ 

【出荷制限】１３市町 

陸前高田市（一部解除）、住田町（一部解除）、大船渡市（一部解除）、 

一関市（一部解除）、釜石市（一部解除）、奥州市（一部解除）、   

平泉町（一部解除）、大槌町（一部解除）、金ヶ崎町（一部解除）、 

花巻市（一部解除）、北上市（一部解除）、遠野市（一部解除）、 

山田町（一部解除） 

＜＜宮宮城城県県＞＞ 

【出荷制限】２１市町村 

白石市、角田市（一部解除）、丸森町（一部解除）、蔵王町（一部解除）、 

村田町（一部解除）、気仙沼市（一部解除）、南三陸町（一部解除）、 

栗原市（一部解除）、石巻市（一部解除）、大崎市（一部解除）、 

登米市（一部解除）、東松島市、仙台市（一部解除）、名取市（一部解 

除）、加美町（一部解除）、大和町（一部解除）、富谷市、川崎町（一 

部解除）、色麻町（一部解除）、七ヶ宿町（一部解除）、 

大衡村（一部解除） 

＜＜福福島島県県＞＞ 

【出荷制限】１７市町村 

伊達市、相馬市、南相馬市、田村市(※）、川俣町、浪江町、双葉町、 

大熊町、富岡町、楢葉町、広野町、飯舘村、葛尾村、川内村(※)、

福島市、本宮市、二本松市 

（※）は原発から半径２０ｋｍ圏内（旧警戒区域）に限る 

【摂取制限】１村 

飯舘村 

＜＜茨茨城城県県＞＞ 

【出荷制限】１１市町 

土浦市（一部解除）、行方市（一部解除）、鉾田市、小美玉市（一部解 

除）、茨城町（一部解除）、阿見町（一部解除）、常陸大宮市（一部解

除）、つくばみらい市、守谷市、ひたちなか市、那珂市（一部解除） 
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＜＜栃栃木木県県＞＞ 

【出荷制限】２１市町 

那須塩原市（一部解除）、矢板市（一部解除）、宇都宮市（一部解除）、 

さくら市（一部解除）、芳賀町（一部解除）、塩谷町、高根沢町（一部 

解除）、那須町、大田原市（一部解除）、日光市（一部解除）、益子町 

（一部解除）、足利市（一部解除）、鹿沼市（一部解除）、真岡市（一 

部解除）、那須烏山市（一部解除）、上三川町、茂木町（一部解除）、 

市貝町（一部解除）、那珂川町（一部解除）、栃木市（旧岩舟町を除く。） 

（一部解除）、壬生町 

＜＜千千葉葉県県＞＞ 

【出荷制限】１０市 

我孫子市、君津市（一部解除）、流山市、佐倉市（一部解除）、印西市 

（一部解除）、白井市、千葉市（一部解除）、八千代市、山武市（一部解 

除）、富津市（一部解除） 

〇〇  原原木木ししいいたたけけ（（施施設設栽栽培培）） 

＜＜出出荷荷制制限限４４県県１１７７市市町町＞＞   

＜＜福福島島県県＞＞ 

【出荷制限】２市町 

伊達市（一部解除）、川俣町 

＜＜茨茨城城県県＞＞ 

【出荷制限】３市町 

土浦市（一部解除）、鉾田市（一部解除）、茨城町（一部解除） 

＜＜栃栃木木県県＞＞ 

【出荷制限】９市町 

那須塩原市（一部解除）、矢板市（一部解除）、芳賀町（一部解除）、

那須町（一部解除）、 大田原市（一部解除）、さくら市（一部解除）、

鹿沼市（一部解除）、壬生町（一部解除）、  日光市（一部解除） 

＜＜千千葉葉県県＞＞ 

【出荷制限】３市 

山武市（一部解除）、富津市（一部解除）、君津市（一部解除） 

－15－



■■出出荷荷自自粛粛

〇〇  原原木木ししいいたたけけ（（露露地地栽栽培培）） 

＜＜出出荷荷自自粛粛４４県県１１１１市市町町＞＞ 

＜＜茨茨城城県県＞＞   

【出荷自粛】】８市町   

高萩市、日立市、城里町（一部解除）、笠間市（一部解除）、水戸市（一

部解除）、石岡市（一部解除）、かすみがうら市（一部解除）、桜川市 

＜＜栃栃木木県県＞＞   

【出荷自粛】１市 

佐野市（一部解除） 

＜＜千千葉葉県県＞＞   

【出荷自粛】１市 

  成田市（一部解除） 

＜＜神神奈奈川川県県＞＞ 

【出荷自粛】１町 

  真鶴町（一部解除）  

〇〇  原原木木ししいいたたけけ（（施施設設栽栽培培）） 

＜＜出出荷荷自自粛粛４４県県１１００市市町町村村＞＞   

＜＜岩岩手手県県＞＞   

【出荷自粛】２市    

奥州市（一部解除）、一関市（一部解除） 

＜＜宮宮城城県県＞＞   

【出荷自粛】１村 

    大衡村（一部解除） 

＜＜茨茨城城県県＞＞   

【出荷自粛】６市町 

  高萩市、日立市（一部解除）、城里町、笠間市（一部解除）、石岡市（一 

部解除）、かすみがうら市（一部解除） 

＜＜栃栃木木県県＞＞   

【出荷自粛】１町  

那珂川町（一部解除） 
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【【参参考考】】乾乾ししいいたたけけのの出出荷荷自自粛粛のの状状況況 

※※ 令令和和６６年年 1100 月月 1188 日日現現在在、、出出荷荷自自粛粛はは、、岩岩手手県県、、福福島島県県・・茨茨城城県県・・栃栃木木県県・・群群馬馬

県県・・静静岡岡県県 

＜＜出出荷荷自自粛粛６６県県６６４４市市町町村村＞＞ 

＜＜岩岩手手県県＞＞ 

【出荷自粛】１３市町 

23年産：奥州市、一関市、大船渡市、平泉町 

24年度産（春子）：大船渡市、花巻市、一関市、釜石市、奥州市、 

住田町、大槌町、北上市、遠野市、陸前高田市、 

  金ヶ崎町、山田町 

（注）県の自粛要請は、解除の通知はされていないが、23年産、24年度 

産（春子）の乾しいたけは廃棄済（実質的に解除の扱い）。 

＜＜福福島島県県＞＞ 

【出荷自粛】１４市町村 

須賀川市、鏡石町、天栄村、国見町、郡山市、いわき市、喜多方市、 

西郷村、矢祭町、白河市、二本松市、本宮市、棚倉町、塙町 

＜＜茨茨城城県県＞＞ 

【出荷自粛】５市町 

日立市、常陸太田市、常陸大宮市、笠間市、城里町 

（注）平成２４年３月以前に加工されたものが対象。 

＜＜栃栃木木県県＞＞   

【出荷自粛】２２市町 

（露地栽培：２２市町） 

矢板市、さくら市（一部解除）、高根沢町（一部解除）、塩谷町、真 

岡市、茂木町（一部解除）、芳賀町（一部解除）、市貝町（一部解除）、 

益子町、佐野市（一部解除）、大田原市（一部解除）、那須塩原市、 

那須烏山市（一部解除）、那珂川町（一部解除）、下野市（旧南河内町）、 

那須町、日光市（一部解除）、鹿沼市（一部解除）、栃木市（一部解 

除）、壬生町、足利市、宇都宮市（一部解除） 
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（施設栽培：１７市町） 

矢板市（一部解除）、さくら市（一部解除）、塩谷町、真岡市、茂木 

町、芳賀町（一部解除）、市貝町、益子町、大田原市（一部解除）、 

那須塩原市（一部解除）、那須烏山市、那珂川町（一部解除）、下野 

市（旧南河内町）、那須町（一部解除）、日光市（一部解除）、鹿沼市 

（一部解除）、壬生町、 

＜＜群群馬馬県県＞＞ 

【出荷自粛】８市町村 

高崎市（一部解除）、沼田市（一部解除）、渋川市（一部解除）、富岡 

市（一部解除）、中之条町、高山村、東吾妻町、みなかみ町 

＜＜静静岡岡県県＞＞ 

【出荷自粛】２市 

伊豆市（旧修善寺町地区、旧中伊豆町地区（平成２３年度３月１１日から平成２３年

９月３０日に収穫・加工されたもの））、伊東市（一部解除） 
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放放射射性性物物質質低低減減ののたためめのの原原木木ききののここ栽栽培培管管理理 

  にに関関すするるガガイイドドラライインン（（概概要要）） 

１１  趣趣旨旨 

  現時点での知見や取組状況を集積し、放射性物質の影響を低減する

ための具体的な栽培管理の取組事項をガイドラインとして提示。 

２２  栽栽培培管管理理のの内内容容 

（１）都道府県が、ガイドラインを基に、出荷制限の状況、空間線量率

などを勘案して、地域の実情に応じた取組事項を選択したチェッ

クシートを作成。 

（取組事項） 

ア きのこ原木・ほだ木を当面の指標値以下とする必須工程

① 原木・ほだ木の購入時の確認と管理

② 発生前のほだ木の管理の工程における放射性物質の検査及

び結果の確認

③ 指標値を超えた原木・ほだ木の廃棄又は再検査

④ 安全性を確認するための発生したきのこの検査

イ 放射性物質の影響を低減するための重要工程

① 原木・ほだ木の洗浄

② 空間線量率の測定

③ ほだ場など作業場所の環境整備

（２）生産者は、チェックシートを基に栽培管理を実施。 

３３  出出荷荷制制限限のの解解除除等等 

（１）本ガイドラインは、出荷制限が指示された地域か否かを問わず、

安全なきのこを栽培するためのものとして位置付け。 

（２）出荷制限が指示された地域については、放射性物質の影響を低減

させるための本ガイドラインを活用した栽培管理の実施により、

基準値を超えるきのこが生産されないと判断された場合、出荷制

限の解除が可能。
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原原木木ききののここ栽栽培培管管理理にに関関すするる賠賠償償ににつついいてて((概概要要)) 

１１  趣趣旨旨 

放射性物質低減のための原木きのこ栽培管理に関するガイド

ラインに基づき実施するに当たって生じる費用について、現時

点で有用性が認められる取組事項については賠償対象とするこ

とを東京電力と調整し、関係都県、団体へ通知。 

２２  賠賠償償のの内内容容等等 

（１）対象地域

① 出荷制限が指示されている地域

② 出荷自粛が行われている地域 等

（２）賠償対象費用

① 栽培管理における各工程のうち、必須工程(原木調達時点

及びきのこ発生前における管理)及び効果が定量的に明ら

かな工程(原木の洗浄、シート等による放射性物質の遮断措

置、表土除去による除染等)については賠償対象

② 栽培管理の実施に要する費用は、原則として、当該年度

に植菌を断念せざるを得なかった場合に生じる原木に係る

損害(本来得られた利益に相当する賠償金)との見合いを勘

案し、必要かつ合理的な範囲で賠償対象とする。 

（３）賠償請求の方法

迅速な請求に向け、本栽培管理に係る費用について、あらか

じめ都県が工程ごとに標準的な単価を定め、地域のＪＡ等が作

業管理(請求)団体となり、一括して請求することを許容。 

３３  賠賠償償対対象象ととさされれてていいなないい取取組組事事項項等等のの今今後後のの取取扱扱いい 

今回、賠償対象とされていない取組事項については、今後、新

たな知見の集積等により必要に応じ賠償対象費用として追加す

ることについて、引き続き東京電力と協議することとしている。 
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＜
事
業
の
全
体
像
＞

森
林
・林
業
・木
材
産
業
グ
リー
ン
成
長
総
合
対
策

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
、森
林
の
循
環
利
用
を
促
進
す
る
観
点
か
ら、
川
上
か
ら
川
下
ま
で
の
森
林
・林
業
・木
材
産
業
政
策
を
総
合
的
に
推
進
しま
す
。

＜
政
策
目
標
＞

国
産
材
の
供
給
・利
用
量
の
増
加
（

35
百
万

m
3 
［
令
和
４
年
］
→

42
百
万

m
3 
［
令
和

12
年
ま
で
］
）

１
．
森
林
の
集
約
化
モ
デ
ル
地
域
実
証
事
業

・循
環
利
用
に
取
り組

む
林
業
経
営
体
へ
森
林
の
集
積
・集
約
化
を
進
め
る
た
め
の
、

地
域
の
森
林
の
将
来
像
の
作
成
・共
有
、境

界
確
定
、関

係
者
間
で
の
デ
ジ
タル
森

林
情
報
の
共
有
等
を
支
援

３
．
林
業
デ
ジ
タ
ル
・イ
ノベ
ー
シ
ョン
総
合
対
策

・林
業
機
械
の
自
動
化
・遠
隔
操
作
化
技
術
や
森
林
内
の
通
信
技
術
・木
質
系
新

素
材
の
開
発
・実
証
、先

進
技
術
を
活
用
す
る
技
術
者
の
育
成
、デ
ジ
タル
林
業
戦

略
拠
点
の
構
築
等
を
支
援

５
．
木
材
需
要
の
創
出
・輸
出
力
強
化
対
策

・地
域
協
議
会
へ
の
木
材
利
用
の
専
門
家
派
遣
、木

製
家
具
・木
工
品
等
の
輸
出

促
進
の
取
組
、木

質
バ
イオ
マ
ス
を
活
用
した
「地
域
内
エ
コシ
ス
テ
ム
」の
展
開
、き
の

こ廃
菌
床
を
家
畜
の
敷
料
等
に
活
用
す
る
林
畜
連
携
の
取
組
等
を
支
援

７
．
林
業
・木
材
産
業
金
融
対
策

・意
欲
と能

力
の
あ
る
林
業
経
営
者
が
行
う機

械
導
入
・施
設
整
備
に
対
す
る
融
資

の
円
滑
化
を
支
援

２
．
林
業
・木
材
産
業
循
環
成
長
対
策

・路
網
の
整
備
・機
能
強
化
、搬

出
間
伐
の
実
施
、再

造
林
の
低
コス
ト化

、高
性
能

林
業
機
械
の
導
入
とと
も
に
、木

材
加
工
流
通
施
設
、木

質
バ
イオ
マ
ス
利
用
促
進
施

設
、特

用
林
産
振
興
施
設
の
整
備
、公

共
建
築
物
等
の
木
造
・木
質
化
等
を
支
援

６
．
森
林
・林
業
担
い
手
育
成
総
合
対
策

・「
緑
の
雇
用
」事
業
に
よ
る
新
規
就
業
者
へ
の
体
系
的
な
研
修
、林

業
大
学
校
で

学
ぶ
就
業
前
の
青
年
へ
の
給
付
金
給
付
、林

業
経
営
体
の
労
働
安
全
対
策
等
を

支
援

8．
森
林
・山
村
地
域
活
性
化
振
興
対
策

・「
半
林
半

X」
を
含
む
里
山
林
の
整
備
・活
用
に
取
り組

む
組
織
の
確
保
・育
成
、

活
動
の
実
践
に
よ
る
山
村
地
域
活
性
化
を
支
援

【令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額

15
,6

06
,1

27
（

14
,3

97
,6

55
）
千
円
】

４
．
建
築
用
木
材
供
給
・利
用
強
化
対
策

・木
造
中
層
建
築
物
に
係
る
設
計
や
木
質
耐
火
部
材
・J

AS
構
造
材
の
技
術
開
発
、

製
材
や

CL
T等

を
用
い
た
建
築
物
の
低
コス
ト化

に
向
け
た
技
術
開
発
や
設
計
・建
築

実
証
、木

造
建
築
物
の
設
計
者
・施
工
者
の
育
成
等
を
支
援
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＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

循
環
型
林
業
の
推
進
に
向
け
、搬
出
間
伐
の
実
施
や
路
網
の
整
備
・機
能
強

化
、再
造
林
の
低
コ
ス
ト
化
等
の
取
組
を
一
体
的
に
支
援
す
る
とと
も
に
、高
性

能
林
業
機
械
の
導
入
、エ
リー
ト
ツ
リー
等
の
原
種
増
産
技
術
の
開
発
や
苗
木

の
生
産
技
術
向
上
等
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

ま
た
、木
材
需
要
の
拡
大
及
び
木
材
産
業
の
基
盤
強
化
に
資
す
る
、公
共
建

築
物
等
の
木
造
・木
質
化
、木
材
加
工
流
通
施
設
の
整
備
等
を
支
援
しま
す
。

森
林
・林
業
・木
材
産
業
グ
リー
ン
成
長
総
合
対
策
の
うち

林
業
・木
材
産
業
循
環
成
長
対
策
（
拡
充
）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

林
業
・木
材
産
業
に
よ
る
グ
リー
ン
成
長
に
向
け
、林
業
の
生
産
基
盤
の
強
化
や
再
造
林
の
低
コス
ト
化
を
図
る
とと
も
に
、木
材
需
要
の
拡
大
及
び
木
材
需
要
に
的
確
に
対
応
で

き
る
安
定
的
か
つ
持
続
可
能
な
供
給
体
制
の
構
築
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

国
産
材
の
供
給
・利
用
量
の
増
加
（

35
百
万

m
3 ［
令
和
４
年
］
→

42
百
万

m
3 ［
令
和

12
年
ま
で
］
）

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
都
道
府
県

林
業
経
営
体
等

定
額
（

1/
2、

1/
3以

内
等
）
等

定
額
（

1/
2、

1/
3以

内
等
）
等

※
国
有
林
に
お
い
て
は
、直

轄
で
実
施

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
林
野
庁
計
画
課
（

03
-6

74
4-

20
82
）

川
中
：
製
材
事
業
者
、合

板
事
業
者
等

川
下
：
木
材
需
要
者

川
上
：
森
林
組
合
、素

材
生
産
事
業
者
、自

伐
林
家
等

林
業
・木
材
産
業
に
よ
る
グ
リー
ン
成
長
に
向
け
た

川
上
か
ら川

下
ま
で
の
総
合
的
な
取
組

定
額
、委
託

民
間
団
体
等

（
市
町
村
、国

立
研
究
開
発
法
人
森
林
研
究
・整
備
機
構
を
含
む
）

〇
木
材
需
要
拡
大
・木
材
産
業
基
盤
強
化
対
策

・木
材
加
工
流
通
施
設
等
の
整
備
（
省
人
化
や
工
場
再
編
等
へ
の
支
援
を
強
化
）

・木
質
バ
イオ
マ
ス
利
用
促
進
施
設
の
整
備
（
燃
焼
灰
活
用
へ
の
支
援
を
強
化
）

・特
用
林
産
振
興
施
設
等
の
整
備
（
耐
震
施
設
の
整
備
等
の
支
援
を
強
化
）

・公
共
建
築
物
等
の
木
造
・木
質
化
（
商
業
施
設
等
の
木
質
化
へ
の
支
援
を
追
加

 ）

事
業
構
想
（
都
道
府
県
が
作
成
す
る
５
年
間
の
取
組
方
針
）

〇
循
環
型
資
源
基
盤
整
備
強
化
対
策

・間
伐
材
生
産

・路
網
の
整
備
・機
能
強
化
（
復
旧
期
限
の
延
長
）

・低
コス
ト再

造
林
対
策

・コ
ン
テ
ナ
苗
生
産
基
盤
施
設
等
の
整
備

〇
優
良
種
苗
生
産
推
進
対
策
（
ヒノ
キ
の
着
花
特
性
調
査
の
短
期
間
化
）

 
〇
高
性
能
林
業
機
械
の
導
入
〇
森
林
整
備
地
域
活
動
支
援
対
策
〇
林
業
の
多
様
な
担
い
手
の
育
成

〇
山
村
地
域
の
防
災
・減
災
対
策

〇
森
林
総
合
利
用
対
策
（
森
林
活
（
も
りか
つ
）
に
よ
る
森
林
づ
くり
支
援
等
の
促
進
）
〇
森
林
資
源
保
全
対
策

【令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額

7,
13

8,
42

3（
6,

51
0,

95
3）

千
円
】
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＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

木
材
の
需
要
拡
大
及
び
木
材
産
業
の
基
盤
強
化
を
図
る
た
め
、以

下
の
取
組
を
支
援
しま

す
。

＜
支
援
内
容
＞

①
木
造
公
共
建
築
物
等
の
整
備

地
域
材
利
用
の
モ
デ
ル
とな

る
よ
うな

公
共
建
築
物
等
の
木
造
化
・内

装
木
質
化
や
商
業
施
設

等
の
内
装
木
質
化
に
対
し支

援

②
木
質
バ
イオ

マ
ス
利
用
促
進
施
設
の
整
備

未
利
用
間
伐
材
等
の
収
集
・運

搬
の
効
率
化
に
資
す
る
機
材
や
、未

利
用
木
質
資
源
を
エ
ネ
ル

ギ
ー
等
とし
て
活
用
す
る
た
め
に
必
要
な
供
給
施
設
・利

用
施
設
の
整
備
を
支
援

③
特
用
林
産
振
興
施
設
等
の
整
備

地
域
経
済
で
重
要
な
役
割
を
果
た
す
特
用
林
産
物
の
生
産
基
盤
の
整
備
を
支
援
す
る
とと
も
に
、

生
産
・加

工
流
通
の
施
設
整
備
を
支
援

④
木
材
加
工
流
通
施
設
等
の
整
備

林
業
・木

材
産
業
の
生
産
基
盤
の
強
化
に
資
す
る
木
材
加
工
流
通
施
設
等
の
整
備
を
支
援

・国
産
材
利
用
へ
の
追
い
風
が
吹
い
て
い
る
中
、需

要
拡
大
を
図
る
とと
も
に
、木

材
需
要
に
対
応
で
き
る
安
定
的
・持

続
的
な
供
給
体
制
の
構
築
を
通
じ
、川

下
か
ら川

上
ま
で
相
互
利
益
を
拡
大
して

い
くこ
とが

重
要
。

・こ
の
た
め
、木

材
需
要
の
拡
大
及
び
木
材
産
業
の
基
盤
強
化
に
資
す
る
施
設
整
備
を
総
合
的
に
支
援
す
る
こと
に
よ
り、
国
産
材
利
用
を
推
進
す
る
。

森
林
・林

業
・木

材
産
業
グ
リー

ン成
長
総
合
対
策
の
うち

林
業
・木

材
産
業
循
環
成
長
対
策
の
うち

木
材
需
要
拡
大
・木

材
産
業
基
盤
強
化
対
策
（
組
替
新
規
）

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
都
道
府
県

事
業
実
施
主
体

定
額
（

、
）
等

定
額

地
方
公
共
団
体
、森

林
組
合
、民

間
事
業
者

等
＜
事
業
実
施
主
体
＞

定
額
（

、
）
等

木
材
需
要
拡
大
・木

材
産
業
基
盤
強
化
に
係
る施

設
を
総
合
的
に
支
援

【令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額

（
）
千
円
の
内
数
】

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
（
①
の
事
業
）

林
野
庁
木
材
利
用
課
（

）
（
②
の
事
業
）

〃
（

）
（
③
の
事
業
）

経
営
課

（
）

（
④
の
事
業
）

木
材
産
業
課
（

）

木
造
公
共
建
築
物
等
の
整
備

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
促
進
施
設
の
整
備

特
用
林
産
振
興
施
設
等
の
整
備

木
材
加
工
流
通
施
設
等
の
整
備

①
教
育
施
設
や
社
会
福
祉
施
設
な
ど公

共
建
築

物
等
の
木
造
化
や
内
装
木
質
化
を支

援
（
商
業

施
設
等
の
内
装
木
質
化
へ
の
支
援
を追

加
）

③
特
用
林
産
物
の
生
産
性
向
上
や
品
質
確
保
を

図
るた

め
、生

産
施
設
や
加
工
・貯

蔵
施
設
の
整

備
等
を支

援
（
耐
震
施
設
の
整
備
等
の
支
援
を

強
化
）

②
林
地
残
材
等
の
活
用
、燃

料
用
チ
ップ
等
の
供
給
、

木
質
バ
イオ

マス
の
熱
利
用
・熱
電
併
給
のた

め
の

施
設
等
の
整
備
を支

援
（
燃
焼
灰
活
用
への

支
援
を

強
化
）

④
地
域
材
の
供
給
力
強
化
に向

け
た木

材
加
工

流
通
施
設
等
の
整
備
を支

援
（
省
人
化
施
設
の

導
入
、工

場
再
編
等
へ
の
支
援
を強

化
）

木
造
・木

質
化
の
イ
メー
ジ

移
動
式
チ
ッパ
ー

木
質
資
源
利
用
ボ
イ
ラー

菌
床
し
い
た
け
栽
培
施
設
の
整
備

し
い
た
け
出
荷
施
設
の
整
備

省
人
化
等
施
設
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＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

森
林
・林
業
・木
材
産
業
グ
リー
ン
成
長
総
合
対
策
の
うち
林
業
・木
材
産
業
循
環
成
長
対
策
の
うち
木
材
需
要
拡
大
・木
材
産
業
基
盤
強
化
対
策
の
うち

特
用
林
産
振
興
施
設
等
の
整
備
（
拡
充
）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

地
域
経
済
で
重
要
な
役
割
を
果
た
す
特
用
林
産
物
の
生
産
基
盤
の
整
備
を
支
援
す
る
とと
も
に
、生
産
・加
工
流
通
の
施
設
整
備
を
支
援
しま
す
。

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
林
野
庁
経
営
課
（

03
-3

50
2-

80
59
）

国
都
道
府
県

＜
事
業
の
流
れ
＞

林
業
経
営
体
等

定
額
（
１

/２
以
内
）

定
額
（
１

/２
以
内
）

１
．
特
用
林
産
物
生
産
基
盤
整
備

伝
統
工
芸
品
の
原
料
とし
て
も
重
要
な
特
用
樹
林
（
コウ
ゾ
・ミ
ツマ
タ・
漆
等
）

な
どの
造
成
、山

菜
等
の
発
生
環
境
整
備
、ほ
だ
場
造
成
等
を
支
援
しま
す
。

２
．
特
用
林
産
物
生
産
・加
工
流
通
施
設
整
備

特
用
林
産
物
の
生
産
性
向
上
や
品
質
確
保
を
図
る
た
め
、生

産
施
設
や
加

工
・貯
蔵
施
設
の
整
備
等
を
支
援
しま
す
。

ま
た
、支

援
に
あ
た
り、
地
震
等
自
然
災
害
へ
の
対
策
とし
て
、耐
震
施
設
の
整

備
や
止
水
板
の
設
置
等
、園
芸
施
設
共
済
等
の
加
入
に
取
り組

む
事
業
者
へ
の

優
先
採
択
（
ポ
イ
ン
ト
化
）
を
設
定
しま
す
。

＜
事
業
実
施
主
体
＞

森
林
組
合
、農

事
組
合
法
人
、き
の
こ原

木
等
生
産
者
等

漆
林
の
造
成

生
産
・加
工
流
通
施
設
整
備

ほ
だ
場
の
造
成
（
しい
た
け
）

拡
充
内
容

菌
床
しい
た
け
栽
培
施
設
の
整
備

生
産
基
盤
整
備

しい
た
け
出
荷
施
設
の
整
備

人
工
ほ
だ
場
の
整
備

【令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額

7,
13

8,
42

3（
6,

51
0,

95
3）

千
円
の
内
数
】

【菌
床
栽
培
棚
の
倒
壊
等
（
地
震
）
】

【菌
床
栽
培
施
設
に
浸
水
・土
砂
流
入
（
豪
雨
）
】

○
令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
に
よ
り
、
特
用
林
産
物
関
連
施
設
に
甚
大
な
被
害
が
発
生
し
、

災
害
に
強
い
施
設
整
備
の
実
施
が
急
務
。

○
国
内
で
の
安
定
的
な
き
の
こ
の
生
産
体
制
の
構
築
の
た
め
に
も
、
特
に
菌
床
き
の
こ
の

栽
培
施
設
の
耐
震
補
強
が
重
要
。
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＜
事
業
実
施
主
体
＞

１
～
３
の
事
業
：
都
道
府
県
、市

町
村
、林

業
経
営
体
等

４
の
事

業
：
都
道
府
県
、市

町
村
、新

規
事
業
体
等

５
  の

  事
  業

：
都
道
府
県
、林

業
・木
材
製
造
業
労
働
災
害
防
止
協
会
の
都
道
府
県
支
部
、林

業
経
営
体

  ６
の
事

業
：
都
道
府
県
、市

町
村
、林

業
者
等
の
組
織
す
る
団
体

＜
 事

 業
 の

 内
 容

 ＞
＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
持
続
的
な
林
業
経
営
の
確
立

○
伐
採
・造
林
に
関
す
る
行
動
規
範
の
策
定
、伐
採
・造
林
の
一
貫
作
業
体
制
や
木
材
の
サ
プ
ラ
イ

チ
ェー
ン
の
構
築
に
向
け
た
協
議
会
の
開
催
、経
営
や
生
産
管
理
・工
程
管
理
の
専
門
家
の
派
遣
・指

導
等
、経

営
改
善
の
た
め
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

２
．
出
荷
ロ
ット
の
大
規
模
化
等
の
推
進

○
共
同
販
売
体
制
の
構
築
に
向
け
た
協
議
会
・検
討
委
員
会
の
開
催
、ト
ップ
ラ
ン
ナ
ー
セ
ミナ
ー
や
マ
ー

ケ
テ
ィン
グ
の
研
修
の
開
催
、需
要
者
ニ
ー
ズ
の
把
握
の
た
め
の
市
場
調
査
等
の
実
施
、川
中
・川
下
と

の
直
接
取
引
の
推
進
等
、生

産
・販
売
量
及
び
経
営
規
模
の
拡
大
の
た
め
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

３
．
人
材
の
確
保
・育
成
・定
着

○
事
業
主
が
作
成
す
る
改
善
措
置
に
つ
い
て
の
計
画
の
認
定
、雇
用
の
改
善
及
び
事
業
の
合
理
化
支
援
、

地
域
の
実
情
に
応
じた
林
業
就
業
者
に
対
す
る
技
能
研
修
や
森
林
施
業
プ
ラ
ン
ナ
ー
育
成
の
た
め
の
研

修
等
を
支
援
しま
す
。

４
．
新
た
に
造
林
事
業
を
開
始
す
る
者
等
の
育
成

○
再
造
林
等
の
地
域
課
題
に
対
応
し、
造
林
事
業
の
開
始
、自
伐
型
林
業
等
の
推
進
に
当
た
り必

要
な

技
術
習
得
・安
全
衛
生
研
修
の
実
施
、資
機
材
の
整
備
等
を
支
援
しま
す
。

５
．
労
働
安
全
の
確
保

○
安
全
作
業
の
研
修
・訓
練
、安
全
衛
生
指
導
員
等
の
養
成
、巡
回
指
導
・救
助
訓
練
、フ
ァン
付
き
作

業
着
等
の
安
全
衛
生
装
備
・装
置
の
導
入
等
を
支
援
しま
す
。

６
．
特
用
林
産
物
の
担
い
手
の
育
成

○
特
用
林
産
物
の
生
産
技
術
向
上
の
た
め
の
研
修
、き
の
こ原

木
等
生
産
資
材
の
生
産
に
必
要
な
林
業

技
術
習
得
の
た
め
の
研
修
の
実
施
を
支
援
しま
す
。

森
林
・林
業
・木
材
産
業
グ
リー
ン
成
長
総
合
対
策
の
うち
林
業
・木
材
産
業
循
環
成
長
対
策
の
うち

  林
業
の
多
様
な
担
い
手
の
育
成
（
継
続
）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

意
欲
と能

力
の
あ
る
林
業
経
営
者
を
は
じめ
とし
た
多
様
な
担
い
手
の
育
成
を
図
る
た
め
、林
業
経
営
の
改
善
や
人
材
の
確
保
・育
成
の
取
組
等
に
対
す
る
各
種
の
ソ
フト
支
援
を

一
体
的
に
実
施
しま
す
。

[お
問
い
合
わ
せ
先

]
林
野
庁
経
営
課
（

03
－

35
02

-1
62

9）

意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
者
を
は
じ
め
と
し
た
多
様
な
担
い
手
の
育
成

・
共
同
販
売
体
制
の
構
築

持持
続続

的的
なな
林林

業業
経経

営営
のの

確確
立立

・
伐
採
・
造
林
の
行
動
規
範
の
策
定

・
一
貫
作
業
体
制
の
構
築

等

人人
材材

のの
確確

保保
・・
育育
成成
・・
定定

着着

・
雇
用
の
改
善
及
び
合
理
化
支
援

・
林
業
就
業
者
へ
の
技
能
研
修

等

労労
働働

安安
全全

のの
確確
保保

・
安
全
衛
生
指
導
員
等
の
養
成

・
安
全
衛
生
装
備
・
装
置
の
導
入

等

国
都
道
府
県

＜
事
業
の
流
れ
＞

林
業
経
営
体
等

定
額

(1
/2
以
内

)
定
額

(1
/2
以
内

)

新新
たた
にに
造造

林林
事事

業業
をを

開開
始始

すす
るる
者者
等等
のの

育育
成成

・
技
術
習
得
・
安
全
衛
生
研
修
の
実
施

・
資
機
材
の
整
備

等

特特
用用

林林
産産

物物
のの

担担
いい
手手

のの
育育

成成

・
川
中
・
川
下
と
の
直
接
取
引
推
進

等

・
生
産
技
術
向
上
の
た
め
の
研
修

・
資
材
生
産
に
必
要
な
林
業
技
術
研
修
等

出出
荷荷

ロロ
ッッ
トト
のの
大大

規規
模模

化化
等等

のの
推推

進進

【令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額

7,
13

8,
42

3（
6,

51
0,

95
3）

千
円
の
内
数
】
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＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
非
住
宅
建
築
物
等
木
材
利
用
促
進
事
業

地
域
協
議
会
等
に
対
す
る
専
門
家
派
遣
等
の
技
術
的
サ
ポ
ー
ト
、建

築
物
木
材
利
用
促
進

協
定
締
結
企
業
等
に
よ
る
取
組
や
不
動
産
業
界
向
け
の
普
及
の
取
組
等
を
支
援
しま
す
。

２
．
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
環
境
整
備
事
業

 
利
用
が
低
位
な
林
地
残
材
の
活
用
を
更
に
促
進
す
る
た
め
の
環
境
整
備
の
取
組
を
支
援
す
る

とと
も
に
、「
地
域
内
エ
コ
シ
ス
テ
ム
」の
普
及
に
向
け
た
取
組
を
支
援
しま
す
。

３
．
木
材
製
品
輸
出
拡
大
実
行
戦
略
推
進
事
業

 
木
製
家
具
、木

工
品
等
の
販
売
力
強
化
の
た
め
の
協
議
会
設
立
、協

議
会
が
実
施
す
る
海

外
市
場
の
マ
ー
ケ
テ
ィン
グ
、プ
ロ
モ
ー
シ
ョン
手
法
の
制
作
・実
践
等
を
支
援
しま
す
。

４
．
「ク
リー
ン
ウ
ッド
」実
施
支
援
事
業

事
業
者
に
よ
る
合
法
性
確
認
の
取
組
の
支
援
、専

門
委
員
会
の
設
置
、違

法
伐
採
関
連
情

報
等
の
提
供
を
実
施
しま
す
。

５
．
ウ
ッド
・チ
ェン
ジ
拡
大
促
進
支
援
事
業

国
産
材
需
要
の
拡
大
に
向
け
て
、ウ
ッド
・チ
ェン
ジ
を
促
進
す
る
た
め
、日

本
の
森
林
資
源
の

循
環
利
用
に
資
す
る
木
材
利
用
の
意
義
へ
の
認
知
向
上
等
、普
及
啓
発
を
推
進
しま
す
。

６
．
特
用
林
産
物
の
国
際
競
争
力
強
化
・生
産
性
向
上
対
策
事
業

お
が
粉
や
廃
菌
床
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
の
仕
組
み
（
畜
産
分
野
とも
連
携
）
や
、し
い
た
け
原

木
の
安
定
供
給
モ
デ
ル
の
構
築
、輸
出
先
国
の
ニ
ー
ズ
等
の
情
報
収
集
等
を
支
援
しま
す
。

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

非
住
宅
建
築
物
等
に
お
け
る
木
材
利
用
促
進
、木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
利
用
環
境
整
備
、高
付
加
価
値
木
材
製
品
の
輸
出
の
促
進
、木
材
利
用
の
普
及
啓
発
の
推
進
、特
用
林

産
物
の
競
争
力
強
化
等

に
よ

る
木
材
需
要
の
拡
大
を
支
援

す
る

とと
も

に
、合
法
伐
採
木
材
等
の
流
通
及
び
利
用
の
促
進
を
図
る
た
め
の
支
援
等

を
行

い
ま

す
。

＜
事
業
目
標
＞

国
産

材
の

供
給

・利
用

量
の

増
加

（
35

百
万

m
3 
［

令
和

４
年

］
→

 4
2百

万
m

3 
［

令
和

12
年

ま
で

］
）

 

［
お

問
い

合
わ

せ
先

］
 （

１
～

５
の

事
業

）
林

野
庁

木
材

利
用

課
（

03
-6

74
4-

21
20

）
 

 （
６

の
事

業
）

 経
営

課
（

03
-3

50
2-

80
59

）

国
民

間
団

体
等

定
額

、委
託

＜
事
業
の
流
れ
＞

林
地

残
材

の
利

用
環

境
の

整
備

、
「地

域
内

エ
コシ

ス
テ

ム
」の

普
及

を
支

援

輸
出

先
国

の
情

報
収

集
木

材
関

連
事

業
者

に
対

す
る

研
修

等
の

実
施

を
支

援

森
林
・林
業
・木
材
産
業
グ
リー
ン
成
長
総
合
対
策
の
うち

  木
材
需
要
の
創
出
・輸
出
力
強
化
対
策

(拡
充

)

企
業

、木
材

コー
デ

ィネ
ー

ター
、行

政
等

が
参

画
す

る
地

域
協

議
会

に
対

す
る

技
術

的
サ

ポ
ー

ト等
を

支
援

お
が
粉
製
造
事
業
者

き
の
こ
生
産
者

菌
床
栽
培

畜
産
事
業
者

家
畜
用
の

敷
料
な
ど

マ
ッ
チ
ン
グ
サ
イ
ト

情
報

提
供

サ
イト

地
域
グ
ル
ー
プ
の
設
立

専
門

家
派

遣

民
間

団
体

等
定

額
民

間
団

体
等

定
額

（
2、

４
、６

の
一

部
事

業
）

お
が

粉
の

需
給

マ
ッチ

ン
グ

の
構

築

【
地

域
協

議
会

】

川
上

：
燃

料
供

給

川
中

：
燃

料
製

造
川

下
：

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用

W
eb

コン
テ

ン
ツの

制
作

と情
報

発
信

各
種

イベ
ン

トの
開

催
や

ブ
ー

ス
出

展

専
門

家
等

を
構

成
員

とす
る

協
議

会
の

  
設

立

テ
ス

トマ
ー

ケ
テ

ィン
グ

（
ニ

ー
ズ

、商
流

等
把

握
）

、プ
ロモ

ー
シ

ョン
手

法
の

制
作

・
実

践
等

を
支

援

【令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額

35
3,

83
6（

29
8,

08
9）

千
円
】

－26－



＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
特
用
林
産
物
の
需
要
拡
大
・生
産
性
向
上
（
拡
充
）

①
き
の
こ用

原
木
・お
が
粉
の
安
定
的
な
調
達
に
向
け
た
、し
い
た
け
原
木
の
安
定
供
給

モ
デ
ル
の
構
築
、お
が
粉
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
の
仕
組
み
や
畜
産
分
野
で
の
廃
菌
床

活
用
に
向
け
た
仕
組
み
の
構
築
等
を
支
援

②
特
用
林
産
物
の
生
産
効
率
化
・事
業
の
多
角
化
・新
商
品
開
発
等
の
先
進
的
取
組

や
優
良
事
例
の
情
報
提
供
を
支
援

２
．
特
用
林
産
物
の
国
際
競
争
力
強
化

①
輸
出
産
地
づ
くり
に
向
け
た
生
産
者
団
体
間
の
連
携
強
化
・販
売
促
進
活
動

②
輸
出
先
国
に
お
け
る
ニ
ー
ズ
の
把
握
並
び
に
衛
生
管
理
、プ
ラス
チ
ック
包
装
及
び
表

示
に
係
る
法
令
の
情
報
収
集

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

特
用
林
産
物
の
国
際
競
争
力
強
化
を
図
る
た
め
、特
用
林
産
物
の
国
内
需
要
の
拡
大
とと
も
に
、輸
出
拡
大
に
向
け
た
取
り組

み
を
支
援
しま
す
。

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
林
野
庁
経
営
課
（

03
-3

50
2-

80
59
）

国

定
額

＜
事
業
の
流
れ
＞

民
間
団
体
等

森
林
・林
業
・木
材
産
業
グ
リー
ン
成
長
総
合
対
策
の
うち
木
材
需
要
の
創
出
・輸
出
力
強
化
対
策
の
うち

特
用
林
産
物
の
国
際
競
争
力
強
化
・生
産
性
向
上
対
策
事
業
（
拡
充
）

１
．
特
用
林
産
物
の
需
要
拡
大
・生
産
性
向
上

２
．
特
用
林
産
物
の
国
際
競
争
力
強
化

輸
出
拡
大
に
向
け
た
販
売
促
進
活
動

【令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額

69
,3

55
（

31
,2

42
）
千
円
】

輸
出
先
国
の
ニ
ー
ズ
把
握

お
が
粉
等
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
の
仕
組
み

輸
出
先
国
の
規
制
等
に
関
す
る
情
報
収
集

A
国
：

O
K

B国
：

N
G

過
剰
な
プ
ラス
チ
ック
包
装

ラベ
ル
の
記
載
漏
れ

細
菌
・異
物

混
入
の
検
査

森
林
組
合
等

素
材
生
産
事
業
者

き
の
こ生

産
者

・
原
木
の
規
格
や
樹

種
の
情
報
提
供

供
給

供
給

・
伐
採
等
に
必

要
な
事
務

・
森
林
所
有
者

の
情
報
提
供

し
い
た
け
原
木
の
安
定
供
給
モ
デ
ル
の
構
築

特
用
林
産
物
を
活
用
し
た

事
業
の
多
角
化

A
Iを
活
用
し
た
椎
茸
の
選
別

全
国
に
横
展
開

お
が
粉
製
造
事
業
者

き
の
こ
生
産
者

地
域
グ
ル
ー
プ
の
設
立
・運
営

き
の
こ
生
産
者

畜
産
事
業
者

家
畜
用
の

敷
料
な
ど

お
が
粉
製
造
事
業
者

マ
ッ
チ
ン
グ
サ
イ
ト
等

お
が
粉
の
需
給
情
報

お
が
粉
や
廃
菌
床
の

需
給
情
報

廃
菌
床
の
需
給
情
報

廃
菌
床

お
が
粉

畜
産
事
業
者

地
域
グ
ル
ー
プ

地
域
グ
ル
ー
プ

・生
産
資
材
等
の
流
通
体
制
の
構
築
に
係
る

合
意
形
成
に
向
け
た
取
組

・流
通
に
向
け
た
試
行
的
な
取
組

林
業
経
営
体
等

定
額

（
１
①
、②

の
事
業
）

民
間
団
体
等

定
額

（
１
①
、②

、２
の
事
業
）

16

－27－



特
用
林
産
施
設
体
制
整
備
復
興
事
業
（
継
続
）

【令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額

80
9,

00
0
（

85
5,

00
0）

千
円
】

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

生
産
資
材
の
導
入
支
援
や
放
射
性
物
質
の
被
害
防
止
対
策
に
よ
り、
特
用
林
産
物
の
産
地
再
生
に
向
け
た
取
組
を
進
め
、被

災
地
の
復
興
を
図
りま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

国
産
き
の
こ類

の
生
産
量
（

47
万
トン
〔平
成

30
年
〕→

49
万
トン
〔令
和

12
年
ま
で
〕）

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
林
野
庁
経
営
課
（

03
-3

50
2-

80
59
）

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
特
用
林
産
物
の
生
産
体
制
の
整
備

 
①

き
の
この
生
産
力
増
強
対
策

特
用
林
産
物
の
産
地
再
生
を
図
る
た
め
、生
産
者
の
次
期
生
産
に
必
要
な
生
産
資
材
の
導

入
費
注
等
を
支
援
しま
す
。

  注
：
導
入
費
に
つ
い
て
損
害
賠
償
を
受
け
た
場
合
は
、賠

償
部
分
の
補
助
金
を
返
還
す
る
必
要
が
あ
りま
す
。

②
放
射
性
物
質
の
被
害
防
止
対
策

検
査
に
よ
り安

全
性
が
確
認
され
た
き
の
こ等

の
出
荷
を
促
進
す
る
た
め
、放
射
性
物
質
の
測

定
機
器
の
導
入
及
び
出
荷
管
理
・検
査
の
体
制
整
備
等
を
支
援
しま
す
。

国
市
町
村

都
道
府
県

1/
2、

1/
3、

1/
4以

内

＜
事
業
の
流
れ
＞

林
業
者
の
組
織
す
る
団
体
等

○
き
の
この
生
産
力
増
強
対
策

・生
産
者
の
次
期
生
産
に
必
要
な
生
産
資
材
の
導
入
等

○
放
射
性
物
質
の
被
害
防
止
対
策

・安
全
性
が
確
認
され
た
き
の
こ等

の
出
荷
促
進
に
向
け
た
放
射
性
物
質
の
測
定
機
器
（
非

破
壊
検
査
機
器
を
含
む
）
の
導
入
及
び
出
荷
管
理
・検
査
の
体
制
整
備

・ほ
だ
木
の
洗
浄
機
械
、簡

易
ハ
ウ
ス
等
の
放
射
性
物
質
の
防
除
施
設
の
整
備
等

【
背
景

】

特
用
林
産
物
に
つ
い
て
は
、東

日
本
大
震
災
に
よ
る
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所

事
故
の
放
射
性
物
質
に
よ
る
影
響
等
に
よ
り、
生
産
や
経
営
が
困
難
な
状
況
が
続
い
て
い
る
。

被
災
地
の
復
興
に
向
け
、き
の
こ等

の
次
期
生
産
に
必
要
な
生
産
資
材
の
導
入
、放

射
性
物

質
の
測
定
機
器
の
導
入
等
、特

用
林
産
物
の
産
地
再
生
に
向
け
た
支
援
を
継
続
す
る
必
要
。

【
実
施
内
容

】

非
破
壊
検
査
機
器

生
産

資
材

（
し
い
た
け
原
木
）

放
射
性
物
質
検
査
済
商
品

－28－



放
射
性
物
質
対
処
型
森
林
・林
業
再
生
総
合
対
策
事
業
（
拡
充
）

【令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額

3,
73

1,
27

2（
3,

67
8,

95
5）

千
円
】

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
森
林
内
に
お
け
る
放
射
性
物
質
の
実
態
把
握

22
1,

09
6（

17
1,

09
6）

千
円

○
森
林
内
の
放
射
性
物
質
に
よ
る
汚
染
実
態
等
を
把
握
す
る
た
め
、樹
冠
部
か
ら
土
壌
中
ま
で
階
層

ご
との
放
射
性
物
質
の
分
布
状
況
等
の
調
査
・解
析
を
実
施
しま
す
。

２
．
森
林
・林
業
再
生
に
向
け
た
実
証
等

2,
09

6,
26

9（
2,

12
9,

63
2）

千
円

①
避
難
指
示
解
除
区
域
等
に
お
け
る
実
証

避
難
指
示
解
除
区
域
等
に
お
い
て
、地

域
住
民
の
帰
還
と林
業
の
再
生
を
円
滑
に
進
め
ら
れ
る
よ

う、
森
林
施
業
が
放
射
性
物
質
の
動
態
に
与
え
る
影
響
等
の
検
証
や
実
証
事
業
を
実
施
しま
す
。 

②
ほ
だ
木
等
原
木
林
再
生
の
た
め
の
実
証

放
射
性
物
質
の
影
響
を
受
け
て
い
る
里
山
・広
葉
樹
林
の
計
画
的
な
再
生
に
向
け
た
実
証
的
な

取
組
を
支
援
しま
す
（
「里
山
・広
葉
樹
林
再
生
プ
ロジ
ェク
ト」
は
本
事
業
を
活
用
して
実
施
しま
す
）
。

③
帰
還
困
難
区
域
の
森
林
施
業
実
施
に
向
け
た
実
証

作
業
実
態
に
応
じた
被
ば
く量
の
推
定
や
帰
還
困
難
区
域
の
空
間
線
量
率
の
実
態
把
握
を
踏
ま
え

  た
森
林
施
業
実
施
の
在
り方

の
検
討
、作
業
時
間
の
目
安
と被

ば
く量
管
理
方
法
とい
った
作
業
者

の
安
全
・安
心
の
た
め
リス
ク
コ
ミュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
な
ど施

業
実
施
に
向
け
た
森
林
作
業
の
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
を
策
定
しま
す
。

④
情
報
の
収
集
・整
理
と情

報
発
信
等

森
林
・林
業
の
再
生
に
向
け
た
情
報
の
収
集
・整
理
と情

報
発
信
等
を
実
施
しま
す
。

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

被
災
地
の
森
林
・林
業
の
再
生
を
図
る
た
め
、 
森
林
内
に
お
け
る
放
射
性
物
質
の
実
態
把
握
、ほ
だ
木
等
原
木
林
再
生
の
た
め
の
実
証
、間
伐
等
の
森
林
整
備
と一

体
的
に
行

う土
砂
流
出
防
止
柵
の
設
置
等
の
放
射
性
物
質
対
策
に
加
え
、帰
還
困
難
区
域
の
森
林
施
業
実
施
に
向
け
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策
定
を
実
施
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

森
林
・林
業
の
再
生
を
通
じた
被
災
地
の
復
興

２
．
森
林
・林
業
再
生
に
向
け
た
実
証
等

間
伐
等
の
影
響
検
討

リタ
ー
の
蓄
積
量
把
握

①
避
難
指
示
解
除
区
域
等
に
お
け
る
実
証

②
ほ
だ
木
等
原
木
林
再
生
の
た
め
の
実
証

④
情
報
の
収
集
・整
理
と情

報
発
信
等

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

企
画
展
示

１
．
森
林
内
に
お
け
る
放
射
性
物
質
の
実
態
把
握

樹
木
に
沈
着
した
放

射
性
セ
シ
ウ
ム
は
雨

に
よ
る
溶
脱
や
落
葉

な
どで
地
表
へ
移
動

し、
森
林
内
の
分
布

は
12
年
間
で
大
き
く

変
化

20
11
年

20
23
年

川
内
村

（
ス
ギ
林
）

葉 32
% 枝 9% 樹
皮

4%

材
0.

2%

落
葉
層

32
%土
壌

23
%

土
壌
等
の
濃
度
測
定

伐
採
及
び
ぼ
う芽

更
新
木
等
の
濃
度
測
定
に
よ
る
再
生
実
証

「里
山
・広
葉
樹
林
再
生
プ
ロジ
ェク
ト」
の
推
進

葉
0.

2%
枝

0.
3%

樹
皮

0.
8%

材
0.

7%

落
葉
層

1%

土
壌

97
%

原
木
林
の
成
林

伐
採
後
の
ぼ
う芽

更
新

空
間
線
量
率
の
実
態
把
握

作
業
実
態
に
応
じた

被
ば
く量
の
推
定

③
帰
還
困
難
区
域
の
森
林
施
業
実
施
に
向
け

た
実
証

帰
還
困
難
区
域
の
施
業
実
施
に
向
け
た
ガ
イド
ライ
ン
策
定

－29－



＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

定
額 ［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
林
野
庁
研
究
指
導
課
（

03
-6

74
4-

95
30
）

 
 業
務
課

（
03

-3
50

3-
20

38
）

３
．
放
射
性
物
質
対
処
型
林
業
再
生
対
策

1,
41

3,
90

7（
1,

37
8,

22
7）

千
円

①
森
林
整
備
の
実
施
に
必
要
な
放
射
性
物
質
対
策

事
業
地
を
選
定
す
る
た
め
の
汚
染
状
況
重
点
調
査
地
域
等
の
森
林
の
放
射
線
量
等
の
概
況
調

査
、作

業
計
画
の
検
討
を
行
うた
め
の
事
業
対
象
森
林
の
調
査
、森
林
所
有
者
等
へ
の
説
明
・同

  意
取
付
等
を
支
援
しま
す
。

 ま
た
、放
射
性
物
質
の
移
動
抑
制
の
た
め
の
筋
工
の
施
工
等
、森
林
整
備
を
実
施
す
る
際
に
必

要
な
放
射
性
物
質
対
策
を
支
援
しま
す
（
「ふ
くし
ま
森
林
再
生
事
業
」は
本
事
業
を
活
用
して
実
施

しま
す
）
。

②
里
山
再
生
事
業

住
居
周
辺
の
里
山
に
お
い
て
、住

民
の
安
全
・安
心
の
確
保
に
資
す
る
た
め
、環
境
省
・復
興
庁
に

よ
る
除
染
・線
量
測
定
の
取
組
と連

携
し
て
森
林
整
備
を
実
施
しま
す
。

委
託

※
３
①
の
一
部
は
国
有
林
に
よ
る
直
轄
事
業

国
県
、（

国
研
）
森
林
研
究
・整
備
機
構

委
託

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
民
間
団
体
等

(１
の
事
業

)
(３
の
②
の
事
業

)

都
県

市
町
村
、民

間
団
体
等

定
額

定
額

国

民
間
団
体
等

(２
の
①
、③

、④
の
事
業

)

定
額

都
県

※
１
の
一
部
は
国
有
林
に
よ
る
直
轄
事
業

委
託

民
間
団
体
等

３
．
放
射
性
物
質
対
処
型
林
業
再
生
対
策

移
動
抑
制
対
策

(筋
工

)

①
森
林
整
備
の
実
施
に
必
要
な
放
射
性
物
質
対
策

関
係
者
の
同
意
取
付

放
射
線
量
等
の
概
況
調
査
等

②
里
山
再
生
事
業

自
然
観
察
園
（
ス
ギ
、ア
カマ
ツ
等
の
間
伐
）

定
額

県

県
市
町
村
等

定
額

定
額

(２
の
①
、②

の
事
業

)

(２
の
①
、②

の
事
業

)

(３
の
①
の
事
業

)

－30－
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＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
日
本
産
木
材
製
品
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョン
活
動
支
援

海
外
の
ツ
ー
バ
イフ
ォー
構
造
材
市
場
へ
の
早
期
展
開
を
想
定
した
ター
ゲ
ット
国
の
市
場
実

態
、商

慣
習
、消

費
者
特
性
等
の
調
査
・分
析
を
実
施
す
る
とと
も
に
、輸

出
ター
ゲ
ット
国
に
お

け
る
日
本
産
木
材
製
品
の
認
知
度
向
上
を
図
る
取
組
を
支
援
しま
す
。

２
．
輸
出
先
国
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
木
材
製
品
の
開
発
支
援

構
造
材
や
内
装
材
等
の
付
加
価
値
の
高
い
木
材
製
品
の
輸
出
を
促
進
す
る
た
め
、輸

出
先
国
の
ニ
ー
ズ
や
規
格
・基

準
に
対
応
し
た
製
品
・技

術
開
発
や
性
能
検
証
等
を
支
援

し
ま
す
。

３
．
特
用
林
産
物
の
需
要
拡
大

特
用
林
産
物
の
輸
出
の
課
題
解
決
に
向
け
、輸

出
時
の
輸
送
手
段
や
輸
送
中
の
取
扱

い
、品

質
管
理
等
の
検
証
の
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
（
１
の
事
業
）
林
野
庁
木
材
利
用
課

（
03

-6
74

4-
22

99
）

（
２
の
事
業
）
林
野
庁
木
材
産
業
課

（
03

-6
74

4-
22

95
）

（
３
の
事
業
）
林
野
庁
経
営
課

（
03

-3
50

2-
80

59
）

林
業
・木
材
産
業
国
際
競
争
力
強
化
総
合
対
策
の
うち

木
材
需
要
の
創
出
・輸
出
力
の
強
化
（
木
材
製
品
等
の
輸
出
支
援
対
策
）

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

輸
出
に
向
け
た
木
材
製
品
等
の
国
際
競
争
力
強
化
の
た
め
、海

外
の
ツー
バ
イフ
ォー
構
造
材
市
場
へ
の
早
期
展
開
を
想
定
した
ター
ゲ
ット
国
の
市
場
実
態
等
の
調
査
・分
析
を

実
施
す
る
とと
も
に
、輸

出
ター
ゲ
ット
国
に
お
け
る
日
本
産
木
材
製
品
の
認
知
度
向
上
を
図
る
取
組
、輸

出
先
国
の
ニ
ー
ズ
や
規
格
・基
準
に
対
応
した
製
品
・技
術
開
発
や
性
能
検

証
、特

用
林
産
物
の
輸
出
に
向
け
た
課
題
を
解
決
す
る
取
組
を
支
援
しま
す
。

＜
事
業
の
流
れ
＞

国
民
間
団
体
等

（
１
の
事
業
の
一
部
、３

の
事
業
の
一
部
）

民
間
団
体
等

定
額

定
額

民
間
事
業
者
等

(２
の
事
業
、３

の
事
業
の
一
部

)

定
額

民
間
団
体
等

委
託

（
１
の
事
業
の
一
部
）

・タ
ー
ゲ
ット
国
の
市
場
実
態
等
の
調
査
・分
析

・日
本
産
木
材
製
品
の
認
知
度
向
上

日
本
産
木
材
製
品
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョン
活
動
支
援

輸
出
先
国
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
木
材
製
品
の
開
発
支
援

特
用
林
産
物
の
需
要
拡
大

・輸
出
先
国
の
ニ
ー
ズ
や
規
格
・基
準
に
対
応
した

製
品
開
発
・性
能
検
証

・輸
出
の
課
題
解
決
に
向
け
、輸

出
先
国
の
消
費

動
向
や
輸
出
時
の
輸
送
手
段
、輸

送
中
の
取
扱
い
、

品
質
管
理
等
の
検
証

品
質
管
理
等

生
しい
た
け

備
長
炭

【令
和
６
年
度
補
正
予
算
額

45
,8

52
,8

21
千
円
の
内
数
】

－1－



＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
.輸

出
先
国
調
査

特
用
林
産
物
の
輸
出
拡
大
が
期
待
され
る
国
に
お
け
る
、消
費
動
向
や
生

鮮
き
の
こ類

の
鮮
度
保
持
調
査
等
を
支
援
しま
す
。

２
.輸

出
拡
大
に
向
け
た
課
題
解
決
の
取
組

特
用
林
産
物
の
生
産
者
等
が
行
う、
輸
送
手
段
、輸

送
中
の
取
扱
い
、品

質
管
理
の
検
証
等
輸
出
拡
大
に
向
け
た
課
題
解
決
の
た
め
の
取
組
を
支
援

しま
す
。

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

輸
出
先
国
に
お
け
る
消
費
動
向
や
生
鮮
き
の
こ類

の
鮮
度
保
持
調
査
、特

用
林
産
物
の
生
産
者
等
が
行
う輸
出
拡
大
に
向
け
た
課
題
解
決
の
た
め
の
取
組
を
支
援
しま
す
。

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
林
野
庁
経
営
課
（

03
-3

50
2-

80
59
）

国

定
額

＜
事
業
の
流
れ
＞

民
間
団
体
等

林
業
・木
材
産
業
国
際
競
争
力
強
化
総
合
対
策
の
うち

 木
材
需
要
の
創
出
・輸
出
力
の
強
化
（
木
材
製
品
等
の
輸
出
支
援
対
策
）
の
うち

特
用
林
産
物
の
需
要
拡
大

【令
和
６
年
度
補
正
予
算
額

45
,8

52
,8

21
千
円
の
内
数
】

特特
用用

林林
産産

物物
のの
需需

要要
拡拡
大大

〈
輸
出
拡
大
に
向
け
た
課
題
解
決
の
取
組
〉

〈
輸
出
先
国
調
査
〉

流
通
ル
ー
ト
の
調
査

輸
出
先
国
の
消
費
動
向
調
査

鮮
度
保
持
調
査

生
鮮

き
の

こ
類

の
輸

出
拡

大
に
向

け
、

鮮
度

が
保

持
で
き
る
最

適
な
温

度
等

を
調

査

定
額

民
間
団
体
等

民
間
団
体
等

定
額

（
１
の
事
業
）

（
２
の
事
業
）

輸
出
時
の
輸
送
手
段
、
輸
送
中
の
取
扱
い
、
品
質
管
理
等
の
取
組

－2－



お
が
粉
等
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
の
構
築

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
促
進
対
策

①
燃
油
か
ら木

質
バ
イオ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
を
促
進
す
る
た
め
、木
質
バ
イ
オ
マ
ス

の
収
集
・運
搬
の
効
率
化
に
資
す
る
機
材
導
入
、木

質
燃
料
製
造
施
設
の
整
備
及
び

木
質
バ
イオ
マ
ス
利
用
施
設
の
導
入
を
支
援
しま
す
。

②
SA

F（
※
）
や
木
質
由
来
飼
料
等
に
係
る
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
需
要
量
・動
向
等
の

調
査
を
支
援
しま
す
。

※
持
続
可
能
な
航
空
燃
料
（

SA
F：

Su
st

ai
na

bl
e 

Av
ia

tio
n 

Fu
el
）

２
．
特
用
林
産
生
産
資
材
高
騰
対
策

①
省
エ
ネ
機
器
の
導
入
に
よ
る
生
産
性
向
上
を
支
援
しま
す
。

②
次
期
生
産
に
必
要
な
生
産
資
材
の
導
入
費
の
一
部
を
支
援
しま
す
。

③
き
の
こ用

お
が
粉
の
安
定
的
な
調
達
に
向
け
た
お
が
粉
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
、林
畜
連

携
に
よ
る
廃
菌
床
の
家
畜
用
敷
料
や
飼
料
で
の
活
用
等
を
支
援
しま
す
。

④
特
用
林
産
物
の
生
産
コ
ス
ト
の
上
昇
を
踏
ま
え
た
価
格
形
成
の
検
討
に
必
要
な
、生

産
・流
通
・小
売
等
の
各
段
階
に
お
け
る
コ
ス
ト
構
造
等
の
実
態
調
査
を
実
施
しま
す
。

燃
油
・資
材
の
森
林
由
来
資
源
へ
の
転
換
等
対
策

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

燃
油
・資
材
の
価
格
高
騰
や
供
給
難
へ
の
対
応
とし
て
、木
質
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
促
進
に
向
け
た
取
組
、き
の
こ生

産
者
の
コス
ト
低
減
等
に
向
け
た
取
組
、お
が

粉
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
、林
畜
連
携
に
よ
る
廃
菌
床
の
家
畜
用
敷
料
や
飼
料
で
の
活
用
等
を
支
援
しま
す
。ま
た
、安

定
的
な
特
用
林
産
物
供
給
や
生
産
・流
通
・小
売
等
の
各
段

階
の
持
続
可
能
性
の
確
保
の
た
め
、コ
ス
ト
構
造
等
の
実
態
を
把
握
す
る
た
め
の
調
査
を
実
施
しま
す
。

＜
事
業
目
標
＞

○
国
産
材
の
供
給
・利
用
量
の
増
加
（

34
百
万

m
3 
[令
和
５
年

]
→

42
百
万

m
3 
[令
和

12
年
ま
で

]）
○

き
の
こ類

の
生
産
量
（

44
万

t [
令
和
５
年

]
→
49
万

t [
令
和

12
年
ま
で

]）

【令
和
６
年
度
補
正
予
算
額

1,
70

0,
04

8千
円
】

＜
事
業
の
流
れ
＞

都
道
府
県

民
間
団
体
等

（
市
町
村
を
含
む
）

国

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
（

1の
事
業
）
林
野
庁
木
材
利
用
課
（

03
-6

74
4-

21
20
）

（
2の
事
業
）
林
野
庁
経
営
課

（
03

-3
50

2-
80
59
）

収
集
・運
搬
の
効
率
化
に
資
す
る
機
材
導
入

・移
動
式
チ
ッパ
ー
、油

圧
式
チ
ップ
タン
ク、
林
地
残
材
収
集
運
搬
車
の
導
入

・チ
ップ
、ペ
レ
ット
、薪

製
造
機
材
設
備
、乾

燥
施
設
の
導
入

 等

・公
共
施
設
等
に
お
け
る
木
質
資
源
利
用
ボ
イラ
ー
、燃

料
貯
蔵
庫
等
の
導
入

 等

特
用
林
産
生
産
資
材
高
騰
対
策

①
ヒー
トポ
ン
プ
、木

質
資
源
利
用
ボ
イラ
ー
等
の
導
入

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
促
進
対
策

ヒー
トポ
ン
プ

お
が
粉

②
生
産
資
材
の
導
入
費
の
一
部
※
を
支
援

※
生
産
資
材
（
原
木
、種

駒
、菌

床
、お
が
粉
等
）
の
価
格
上
昇
分
の

1/
2相

当
（
経
営
費
に
占
め
る
電
気
代
の
割
合
に
応
じて
、補

助
率
を

7/
10
相
当
ま
で
嵩
上
げ
）

SA
F等
に
係
る
需
要
量
・動
向
等
の
調
査

民
間
団
体
等

委
託

②
SA

F等
に
係
る
需
要
量
調
査

・S
AF
や
木
質
由
来
飼
料
等
に
係
る
需
要
量
・動
向
等
の
調
査

移
動
式
チ
ッパ
ー

ペ
レ
ット
製
造
施
設

木
質
資
源
利
用
ボ
イラ
ー

SA
F

①
機
材
・施
設
整
備

木
質
燃
料
製
造
施
設
整
備

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
施
設
導
入

③
き
の
こ生

産
者
や
畜
産
事
業
者
等
に
よ
る
、お
が
粉
や

廃
菌
床
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
の
仕
組
み
の
構
築
等
を
支
援

お
が
粉
製
造
事
業
者

き
の
こ
生
産
者

畜
産
事
業
者

マ
ッ
チ
ン
グ
等

④
特
用
林
産
物
の
生
産
・流
通
・小
売
等
の
各
段
階
に

お
け
る
コス
ト構

造
等
の
実
態
を
調
査

生
産

流
通

小
売

特
用
林
産
物
の
コス
ト構

造
実
態
調
査

民
間
団
体
等

定
額

定
額
、1

/2
以
内
等

（
２
の
④
の
事
業
）

（
１
の
②
の
事
業
、 
２
の
③
の
事
業
の
一
部
）

菌
床

（
１
の
①
、２

の
①
、②

の
事
業
、③

の
事
業
の
一
部
）

定
額
、1

/2
以
内
等
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特
用
林
産
生
産
資
材
高
騰
対
策

＜
事
業
の
内
容
＞

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

１
．
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
施
設
等
整
備
支
援

木
質
資
源
利
用
ボ
イ
ラ
ー
や
ヒー
ト
ポ
ン
プ
等
省
エ
ネ
機
器
※
の
導
入
等
省
エ
ネ
化
や
生
産
性

向
上
に
向
け
た
施
設
整
備
を
支
援
しま
す
。

※
き
の
こ生

産
者
の
省
エ
ネ
機
器
（
木
質
資
源
利
用
ボ
イ
ラ
ー
等
）
へ
の
入
れ
替
え
支
援
に
つ
い
て
、省

エ
ネ
性
能
の
向
上
を
要
件
とす
る
。

２
．
生
産
資
材
導
入
支
援

コ
ス
ト
低
減
等
に
取
り組

む
き
の
こ
生
産
者
に
対
し
、価

格
上
昇
す
る
原
木
、お
が
粉
等
次
期

生
産
に
必
要
な
生
産
資
材
の
導
入
費
の
一
部
を
支
援
※
し、
体
質
強
化
を
促
進
しま
す
。

※
生
産
資
材
（
原
木
、種

駒
、菌

床
、種

菌
、お
が
粉
、栄

養
体
等
）
の
価
格
上
昇
分
の

1/
2相

当
を
補

助
（
経
営
費
に
占
め
る
電
気
代
の
割
合
が

15
％
以
上
の
場
合
、7

/1
0相

当
ま
で
引
き
上
げ
）

３
．
き
の
こ生

産
者
の
経
営
安
定
化
に
向
け
た
お
が
粉
等
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
支
援

き
の
こ用

お
が
粉
の
安
定
的
な
調
達
に
向
け
た
、お
が
粉
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
に
加
え
、林

畜
連

携
に
よ
る
廃
菌
床
の
家
畜
用
敷
料
や
飼
料
で
の
活
用
等
を
支
援
しま
す
。

４
．
コス
ト
構
造
等
の
実
態
調
査

特
用
林
産
物
の
生
産
コ
ス
ト
の
上
昇
を
踏
ま
え
た
価
格
形
成
の
検
討
に
必
要
な
、生

産
・流

通
・小
売
等
の
各
段
階
に
お
け
る
コス
ト
構
造
等
の
実
態
調
査
を
実
施
しま
す
。

［
お
問
い
合
わ
せ
先
］
林
野
庁
経
営
課
（

03
-3

50
2-

80
59
）

【令
和
６
年
度
補
正
予
算
額

1,
70

0,
04

8千
円
の
内
数
】

＜
事
業
の
流
れ
＞

木
質
資
源
利
用
ボ
イラ
ー
や
ヒー
トポ
ン
プ

等
省
エ
ネ
機
器
の
導
入
な
どコ
ス
ト低

減
等
に
向
け
た
施
設
整
備
を
支
援

次
期
生
産
に
必
要
な
原
木
、お
が
粉
等

生
産
資
材
の
導
入
費
の
一
部
を
支
援

燃
油
・資
材
の
森
林
由
来
資
源
へ
の
転
換
等
対
策
の
うち

ヒー
トポ
ン
プ

木
質
資
源
利
用
ボ
イラ
ー

お
が
粉

原
木

都
道
府
県

民
間
団
体
等

（
市
町
村
を
含
む
）

国

民
間
団
体
等

委
託

民
間
団
体
等

定
額

定
額
、1

/2
以
内
等

 

（
４
の
事
業
）

（
３
の
事
業
の
一
部
）

１
、２

の
事
業
、

３
の
事
業
の
一
部

定
額
、1

/2
以
内
等

 

＜
対
策
の
ポ
イ
ン
ト
＞

き
の
こ生

産
に
つ
い
て
、燃

油
・電
気
代
が
高
騰
して
い
る
こと
に
加
え
、原

木
や
お
が
粉
の
需
給
ひ
っ迫

に
よ
る
価
格
高
騰
等
、生

産
資
材
の
安
定
的
・効
率
的
な
調
達
が
困
難
な

状
況
とな
って
い
る
。こ
の
た
め
、コ
ス
ト
低
減
等
に
取
り組

む
き
の
こ
生
産
者
に
対
し、
省
エ
ネ
化
等
に
資
す
る
施
設
整
備
や
次
期
生
産
に
必
要
な
生
産
資
材
の
導
入
費
の
一
部
支

援
に
加
え
、お
が
粉
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
、林

畜
連
携
に
よ
る
廃
菌
床
の
家
畜
用
敷
料
や
飼
料
で
の
活
用
等
を
支
援
しま
す
。

ま
た
、特

用
林
産
物
の
生
産
コス
トの
上
昇
を
踏
ま
え
た
価
格
形
成
の
検
討
に
必
要
な
、流

通
の
各
段
階
に
お
け
る
コ
ス
ト
構
造
等
の
実
態
調
査
を
実
施
しま
す
。

＜
政
策
目
標
＞

国
産
き
の
こ類

の
生
産
目
標
（

44
万

t［
令
和
５
年
］
→

49
万

t［
令
和

12
年
ま
で
］
） ①

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
施
設
等
整
備
支
援

②
生
産
資
材
導
入
支
援

③
き
の
こ生

産
者
の
経
営
安
定
化
に
向

け
た
お
が
粉
等
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
支
援

お
が
粉
製
造
事
業
者

き
の
こ
生
産
者

畜
産
事
業
者

マ
ッ
チ
ン
グ
等

お
が
粉
等
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
の
構
築

き
の
こ生

産
者
や
畜
産
事
業
者
に
よ
る
、

お
が
粉
や
廃
菌
床
の
需
給
マ
ッチ
ン
グ
の

仕
組
み
の
構
築
等
を
支
援

④
コス
ト構

造
等
の
実
態
調
査

特
用
林
産
物
の
コス
ト構

造
実
態
調
査

生
産

流
通

小
売

特
用
林
産
物
の
生
産
・流
通
・小
売
等

の
各
段
階
に
お
け
る
コス
ト構

造
等
の
実

態
を
調
査

菌
床
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（
１
）
事
業
者
は
、
木
材
等
を
利
用
す
る
に
当
た
っ
て
、
合
法
伐
採
木
材
等
を
利
用
す
る
努
力
義
務

（
２
）
木
材
関
連
事
業
者
は
、
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
行
う
努
力
義
務

（
３
）
合
法
伐
採
木
材
等
の
利
用
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
を
確
実
に
講
ず
る
者
は
、
登
録
実
施
機
関
に
よ
る
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
可
能

（
４
）
第
１
種
（
川
上
・
水
際
）
木
材
関
連
事
業
者
は
、
合
法
性
の
確
認
等
を
行
う
義
務

（
５
）
素
材
生
産
販
売
事
業
者
は
、
木
材
関
連
事
業
者
か
ら
の
求
め
に
応
じ
、
合
法
性
の
確
認
に
資
す
る
情
報
を
提
供
す
る
義
務

改
正
ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
の
概
要

：
義

務
（
必

ず
行

わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
事

項
）

：
努

力
義

務
（
行

う
よ
う
努

力
す
べ

き
事

項
、
取

り
組

む
こ
と
が

求
め
ら
れ

る
事

項
）

消消 費費 者者 等等
海海

外外
のの

輸輸
出出
事事
業業
者者

事事
業業

者者
合

法
伐

採
木

材
等

の
利

用
【
５
条

】

木木
材材

関関
連連
事事
業業
者者

第第
２２
種種
木木
材材
関関
連連
事事
業業
者者

情
報

の
要

求
等

【
1
3
条
１
項
】
※

情
報

の
伝

達
【
1
3
条
１
項
】
※

体
制

の
整

備
等

、
合

法
伐

採
木

材
等

の
利

用
を
確

保
す
る
た
め
の

措
置

【
1
3
条
１
項
】
※

合
法

性
の

確
認

等
【
６
、
７
条

】

情
報

の
伝

達
【
８
条

】
【
1
3
条
１
項
】
※

一
定
規
模
以
上
の
事
業
者
の

国
へ
の
定
期
報
告

【
1
2
条

】

第第
１１
種種
木木
材材
関関
連連
事事
業業
者者

※
1
3
条

１
項

の
措

置
を
確

実
に
講

ず
る
者

は
登

録
が

可
能

【
1
5
条
、

2
0
条
１
項
】

素素
材材

生生
産産
販販
売売
事事
業業
者者

求
め
に
応

じ
た
情

報
提

供
【
９
条
】

令
和
７
年
４
月
１
日

施
行

○
基

本
方

針
の

策
定

【
３
条
】

○
法

令
等

情
報

の
提

供
、

制
度

の
普

及
【
４
条
】

○
指

導
・
助

言
、
立

入
検

査
等

【
1
0
、

1
1
、

1
4、

4
0、

4
5条

】

○
施

行
後

３
年

を
目

途
と
し
、

施
行

状
況

を
検

討
【
附
則
４
条
】

国国
（
農

林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
・

国
土
交
通
省
の
共
管
）

別別途途資資料料２２
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特
用
林
産
物
の
生
産
に
関
し
て
は
、

・
植
菌
前
の
き
の
こ
原
木
、
菌
床
用
お
が
粉
、
薪
炭
生
産
用
の
原
木
は
対
象
物
品
と
し
て
の

「
木
材
」
に
該
当

・
植
菌
後
の
ほ
だ
木
、
菌
床
、
木
炭
、
薪
は
「
木
材
」
に
該
当
し
な
い

－2－



原
木
き
の
こ
生
産
に
お
け
る
義
務
対
象
の
考
え
方

（
１
）
き
の
こ
生
産
者
に
は
、
本
法
に
よ
る
義
務
は
生
じ
な
い

（
２
）
伐
採
者
か
ら
購
入
し
た
原
木
を
き
の
こ
生
産
者
等
に
販
売
す
る
種
菌
メ
ー
カ
ー
は
、
第
１
種
事
業
者
に
該
当
し
、
合
法
性
の

確
認
の
義
務
の
対
象
に
な
る

（
３
）
本
法
の
義
務
の
対
象
に
な
ら
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
原
木
を
伐
採
す
る
場
合
に
は
市
町
村
長
等
へ
の
伐
採
及
び
伐
採
後
の

造
林
の
計
画
の
届
け
出
が
必
要

類
型

素
材
生

産
販

売
事

業
者

に
な
り

得
る

者
第

１
種

事
業

者
に

な
り
得

る
者

き
の
こ

生
産

者
等

解
説

樹
木
の

所
有

者
伐

採
者

原
木
購

入
者

植
菌
者

(＝
ほ

だ
木

へ
の
加
工

)
き

の
こ

生
産

①
き

の
こ

生
産

者
が

、
自

ら
原
木

の
伐
採

か
ら

き
の

こ
生

産
ま
で

一
貫
し

て
行

う
場

合

原
木
の

流
通

が
生

じ
な
い
の
で

、
本

法
に
よ

る
義

務
は

生
じ

な
い

②
き

の
こ

生
産

者
が

、
伐

採
業
者

か
ら
原

木
を

購
入

し
、

き
の
こ

生
産
を

す
る

場
合

伐
採
者

が
素

材
生

産
販

売
事
業

者
に

な
り
得

る
が

、
き

の
こ

生
産
者

は
本

法
に
よ

る
義

務
は

な
く

、
伐
採

者
に

情
報
提

供
を

求
め

る
必

要
は
な

い

③
き

の
こ

生
産

者
が

、
種

菌
メ
ー

カ
ー
か

ら
原

木
を

購
入

し
、
き

の
こ
生

産
を

す
る

場
合

種
菌

メ
ー

カ
ー

は
第

１
種

事
業

者
に

な
る

た
め

、
伐

採
者

か
ら

伐
採

届
等

の
情

報
を

取
得

す
る

義
務

と
き

の
こ

生
産

者
へ

伝
達

す
る

努
力

義
務

が
生

じ
る

④

き
の
こ

生
産

者
が

、
種

菌
メ
ー

カ
ー
か

ら
植

菌
済

の
ほ

だ
木
を

購
入
し

、
き

の
こ

生
産

を
す
る

場
合

ほ
だ
木

は
対

象
物

品
で

は
な
く

な
る

の
で
、

流
通

さ
せ

て
も

種
菌
メ

ー
カ

ー
に

義
務

は
生

じ
な

い
。
こ

の
た

め
、
種

菌
メ

ー
カ

ー
は

伐
採
者

に
情

報
提
供

を
求

め
る

必
要

は
な
い

き
の
こ
生
産
者

（
＝
森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者
）

森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者

森
林
組
合
、

素
材
生
産
業
者

き
の
こ
生
産
者

原
木
販
売

森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者

森
林
組
合
、

素
材
生
産
業
者

種
菌

メ
ー
カ
ー

原
木

販
売

き
の
こ
生
産
者

原
木

販
売

森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者

森
林
組
合
、

素
材
生
産
業
者

種
菌

メ
ー
カ
ー

原
木

販
売

き
の
こ
生
産
者

ほ
だ
木

販
売

素
材
生
産
販
売
事
業
者

（
情
報
提
供
の
応
諾
義
務
の
対
象
）

第
１
種
事
業
者

（
合
法
性
の
確
認
等
の
義
務
の
対
象
）

そ
の
他
の
事
業
者
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菌
床
き
の
こ
生
産
に
お
け
る
義
務
対
象
の
考
え
方

（
１
）
き
の
こ
生
産
者
に
は
、
本
法
に
よ
る
義
務
は
生
じ
な
い

（
２
）
お
が
粉
製
造
事
業
者
等
か
ら
購
入
し
た
お
が
粉
を
き
の
こ
生
産
者
等
に
販
売
す
る
種
菌
メ
ー
カ
ー
は
、
第
２
種
事
業
者
に
該

当
し
、
合
法
性
の
確
認
と
き
の
こ
生
産
者
へ
の
情
報
提
供
の
努
力
義
務
の
対
象
に
な
る

類
型

素
材
生

産
販

売
事

業
者

に
な

り
得

る
者

第
１
種

事
業

者
に

な
り

得
る
者

き
の
こ
生
産
者
等

解
説

樹
木
の

所
有
者

伐
採
者

お
が
粉

生
産
者

お
が
粉

購
入
者

菌
床

生
産
者

き
の
こ

生
産

①

き
の
こ

生
産

者
が

、
種

菌
メ

ー
カ

ー
が

製
造

し
た

菌
床

を
用
い

て
き

の
こ

生
産

を
す

る
場
合

お
が
粉

製
造

事
業

者
等

は
第
１

種
事

業
者

に
な
る

一
方

で
、

種
菌

メ
ー
カ

ー
等

に
は

本
法
に

よ
る

義
務

は
生

じ
な
い

②

き
の
こ

生
産

者
が

、
種

菌
メ

ー
カ

ー
か

ら
お

が
粉

を
購

入
し
、

菌
床

を
製

造
し

、
き

の
こ
生

産
を

す
る

場
合

お
が
粉

を
流

通
す

る
種

菌
メ
ー

カ
ー

は
第

２
種
事

業
者

に
な

る
た
め
、
お

が
粉

製
造

事
業
者

等
か

ら
合

法
性

の
情
報

の
提

供
を

受
け
つ

つ
、

き
の

こ
生

産
者
に

情
報

を
提

供
す
る

努
力

義
務

③

き
の
こ

生
産

者
が

、
お

が
粉

製
造
業

者
等

か
ら

お
が

粉
を

購
入
し

、
菌

床
を

製
造

し
、

き
の
こ

生
産

を
す

る
場

合

お
が
粉

製
造

事
業

者
等

は
第
１

種
事

業
者

に
な
る

が
、

き
の

こ
生

産
者
に

は
本

法
に

よ
る
義

務
は

生
じ

な
い

。

④
き

の
こ

生
産

者
が

、
輸

入
菌

床
や
輸

入
菌

棒
を

使
っ

て
き

の
こ
生

産
を

す
る

場
合

き
の
こ

生
産

者
に

は
本

法
に
よ

る
義

務
は

生
じ
な

い

森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者

輸
入
菌
床

輸
入
菌
棒

素
材
生
産
販
売
事
業
者

（
情
報
提
供
の
応
諾
義
務
の
対
象
）

第
１
種
事
業
者

（
合
法
性
の
確
認
等
の
義
務
の
対
象
）

第
２
種
事
業
者

森
林
組
合
、

素
材
生
産

業
者

お
が
粉

製
造
事
業
者

製
材
業
者
等

種
菌

メ
ー
カ
ー

き
の
こ

生
産
者

種
菌

メ
ー
カ
ー

き
の
こ
生
産
者

き
の
こ
生
産
者

き
の
こ
生
産
者

お
が
粉

製
造
事
業
者

製
材
業
者
等

森
林
組
合
、

素
材
生
産

業
者

森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者

お
が
粉

製
造
事
業
者

製
材
業
者
等

森
林
組
合
、

素
材
生
産

業
者

森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者

そ
の
他
の
事
業
者

お
が
粉

販
売

お
が
粉

販
売

お
が
粉

販
売

菌
床

販
売

－4－



薪
炭
生
産
に
お
け
る
義
務
対
象
の
考
え
方

（
１
）
薪
炭
生
産
者
に
は
、
本
法
に
よ
る
義
務
は
生
じ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
薪
炭
の
販
売
先
へ
の
情
報
提
供
の
義
務
等
は
な
い

（
２
）
薪
炭
生
産
業
者
が
原
木
市
場
等
を
通
し
て
原
木
を
調
達
す
る
場
合
、
原
木
枝
条
等
は
第
１
種
事
業
者
に
該
当
し
、
合
法
性
の

確
認
の
義
務
の
対
象
に
な
る

（
３
）
本
法
の
義
務
の
対
象
に
な
ら
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
原
木
を
伐
採
す
る
場
合
に
は
市
町
村
長
等
へ
の
伐
採
及
び
伐
採
後
の

造
林
の
計
画
の
届
け
出
が
必
要

類
型

素
材
生

産
販

売
事

業
者

に
な
り

得
る

者
第
１

種
事

業
者

に
な
り

得
る

者
薪

炭
生

産
者

解
説

樹
木
の

所
有

者
伐

採
者

原
木
購

入
者

①
薪

炭
生

産
者

が
、

自
ら

原
木
の

伐
採
か

ら
薪

炭
生

産
ま

で
一
貫

し
て
行

う
場

合

原
木
の

流
通

が
生

じ
な

い
の
で

、
本

法
に

よ
る
義

務
は

生
じ

な
い

②
薪

炭
生

産
者

が
、

伐
採

業
者
か

ら
原
木

を
購

入
し

、
薪

炭
生
産

を
す
る

場
合

伐
採
者

が
素

材
生

産
販

売
事
業

者
に

な
り

得
る
が

、
薪

炭
生

産
者

に
本
法

に
よ

る
義

務
は
な

く
、

伐
採

者
に

情
報
提

供
を

求
め

る
必
要

は
な

い

③
薪

炭
生

産
者

が
、

原
木

市
場
等

か
ら
原

木
を

購
入

し
、

薪
炭
生

産
を
す

る
場

合

原
木
市

場
等

は
第

１
種

事
業
者

に
な

る
た

め
、
伐

採
者

か
ら

伐
採

届
等
の

情
報

を
取

得
す
る

必
要

。
薪

炭
生

産
者
に

は
義

務
は

生
じ
な

い

薪
炭
生
産
者

（
＝
森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者
）

森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者

森
林
組
合
、

素
材
生
産
業
者

薪
炭
生
産
者

原
木
販
売

森
林
所
有
者
、

立
木
購
入
者

森
林
組
合
、

素
材
生
産
業
者

原
木
市
場
等

原
木

販
売

原
木

販
売

素
材
生
産
販
売
事
業
者

（
情
報
提
供
の
応
諾
義
務
の
対
象
）

第
１
種
事
業
者

（
合
法
性
の
確
認
等
の
義
務
の
対
象
）

そ
の
他
の
事
業
者

薪
炭
生
産
者
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参参
考考

：：
対対

象象
外外

物物
品品

のの
製製

造造
事事

業業
者者

へへ
のの

譲譲
渡渡

しし
にに
つつ
いい
てて

【【
例例
：：
丸丸
太太
かか
らら
ほほ
だだ
木木
、、
菌菌
床床
、、
薪薪
炭炭
等等
（（
ＣＣ
ＷＷ
法法
対対
象象
外外
物物
品品
））
がが
製製
造造
ささ
れれ
るる
場場
合合

】】

（
１
）
第
１
種
木
材
関
連
事
業
者
が
対
象
外
物
品
の
製
造
事
業
者
に
木
材
を
譲
渡
す
場
合
は
、
伝
達
義
務
の
対
象
外

（
２
）
当
該
事
業
者
へ
の
情
報
伝
達
は
消
費
者
と
同
様
の
扱
い
と
な
り
、
努
力
義
務
の
対
象

（
３
）
将
来
的
に
対
象
外
物
品
に
加
工
さ
れ
る
こ
と
が
分
か
っ
て
い
て
も
、
木
材
関
連
事
業
者
に
譲
渡
す
場
合
は
義
務
対
象

○
第
２
種
木
材
関
連
事
業
者
が
き
の
こ
生
産
者
等
に
譲
渡
す
場
合
（
第
１
種
は
第
２
種
に
譲
渡
す
）

○
第
１
種
木
材
関
連
事
業
者
が
直
接
き
の
こ
生
産
者
等
に
譲
渡
す
場
合

：
木

材
等

の
流

れ
：
義

務
：
努

力
義

務

記 録 保 存 等

合 法 性 確 認

情 報 伝 達

素素
材材

生生
産産

販販
売売

事事
業業

者者

求
め
に
応

じ
た

情
報
提
供

第第
１１
種種

木木
材材

関関
連連

事事
業業

者者
（（
製製

材材
工工

場場
等等

））

CW
法法

対対
象象

外外
のの

事事
業業

者者
（（
きき
のの

ここ
生生

産産
者者

等等
））

義
務
等
の
対
象
外

記 録 保 存 等

合 法 性 確 認

情 報 伝 達

素素
材材

生生
産産

販販
売売

事事
業業

者者

求
め
に
応

じ
た

情
報
提
供

第第
１１
種種

木木
材材

関関
連連

事事
業業

者者
（（
製製

材材
工工

場場
等等

））
CW

法法
対対

象象
外外

のの
事事

業業
者者

（（
きき
のの

ここ
生生

産産
者者

等等
））

義
務
等
の
対
象
外

記 録 保 存 等

情 報 の 受 取

情 報 伝 達

第第
２２
種種

木木
材材

関関
連連

事事
業業

者者
（（
種種

菌菌
メメ
ーー
カカ
ーー
等等

））

※※
CC
WW
法法
にに
おお

いい
てて
はは
、、
木木
材材

関関
連連
事事
業業
者者
以以
外外
へへ

のの
譲譲

渡渡
しし

はは
消消
費費

者者
へへ

のの
譲譲

渡渡
しし

とと
同同

様様
にに

取取
りり

扱扱
うう

ここ
とと
とと

なな
りり

、、
情情

報報
伝伝

達達
のの
努努

力力
義義

務務
のの

対対
象象

※

※

＜＜
第第
１１
種種
木木
材材
関関
連連
事事
業業
者者
のの
義義
務務
のの
課課
ささ
れれ
方方
＞＞

譲譲
渡渡

すす
もも
のの

がが
CW

法法
対対
象象

物物
品品
でで
ああ
っっ
てて

もも
、、
相相

手手
がが

木木
材材

関関
連連

事事
業業

者者
でで
なな
けけ
れれ

ばば
伝伝

達達
義義

務務
はは
発発

生生
しし
なな
いい

おお
がが
粉粉

はは
対対

象象
物物

品品
なな
のの
でで
、、

木木
材材

関関
連連

事事
業業

者者
にに
該該
当当

譲譲
渡渡

しし
先先
がが
木木
材材
関関
連連
事事
業業
者者
なな
のの
でで
、、
譲譲
渡渡

すす
丸丸

太太
がが
将将

来来
的的

にに
対対

象象
外外

物物
品品
にに
加加
工工
ささ
れれ
るる
かか
否否
かか
にに
よよ
らら
ずず
、、
義義
務務

のの
対対

象象

植
菌

前
の

き
の

こ
原

木
等

お
が

粉
お
が

粉
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